
  「未来の東京」戦略ビジョン 
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表紙の絵 
「わたしが大人になった時の東京」絵画コンクール  
最優秀賞(小学校低学年の部) 
 
江東区立第一亀戸小学校１年 加藤 幸太郎さん 
 
題名 「ちじょうがぜんぶこうえんになったまち」 
 
ぼくがおとなになったとき、とうきょうのまちはぜんぶこうえんになっています。 

どこでもはしりまわってあそべます。 

くるまやでんしゃはとべるようになりました。 

おうちやおみせはちかにあります。 

しょうがっこうはそらのうえにあるのでわくわくします。 



○ 新しい、令和の時代が幕を開けました。大いに盛り上がったラグビーワールドカップ2019™をバネにして、

いよいよ、東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会が開催されます。万全の準備を整え、都民・

国民の皆様と共に、必ずや、大会を成功に導いていく。そうした強い決意を持って臨むと同時に、

2020年のその先の東京の姿についても、今から、しっかりと描いていく必要があります。

○ 明治の時代から150年、先人たちは、常に未来を展望し、たゆまぬ努力を重ねてきました。20世紀

冒頭の1901年の正月に出された「20世紀の豫言」は、当時は夢物語でしたが、科学技術の飛躍的

な進展によって、その多くが100年間のうちに現実となりました。また、関東大震災からの復興に向け、

帝都復興院総裁で、第７代東京市長も務めた後藤新平が作り上げた「帝都復興計画」は、当時

「大風呂敷」と揶揄されましたが、人の流れや物流の変化を見据えた道路整備、大規模な区画整理

など、先見性のあるこの計画が土台となって、現在の東京の骨格が築き上げられたのです。

○ グローバル化が進む世界経済、第４次産業革命のうねり、気候変動がもたらす持続可能性の危機、そして少子高齢・人口減

少社会の進行と、我々は４つの点における歴史的な転換点に直面しています。今こそ、こうした厳しい状況に正面から向き合い、

あるべき姿を思い描いた上で、なすべき策を大胆に展開していくことが何より重要です。

○ 時代を切り拓くカギは「人」です。子供が社会で大切にされ、笑顔で伸びる・育つ。長寿の方々が経験を活かし、いきいきと活

躍する。女性、障がい者、外国人を問わず、一人ひとりが自らの意思で未来を切り拓く。こんな「人が輝く」東京を創り上げたい。

こうした思いを持って、この「『未来の東京』戦略ビジョン」を策定しました。

○ もちろん、ここで描いた東京の姿の実現は、簡単ではありません。しかし、理想の姿をみんなで共有し、新しい智恵やアイデアを

生み出すことで、道筋を見出すことができると私は考えます。今後、長期戦略の策定に向けて、都民の皆様からご意見をいただき

ながら政策をさらに高め、「成長」と「成熟」が両立した、輝ける「未来の東京」に向けた取組を全力で進めてまいります。

人が輝く「未来の東京」を創り上げるために

令和元（2019）年12月 東京都知事
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01 「未来の東京」を描く ～戦略ビジョンが貫くもの～ ｐ３

「未来の東京」戦略ビジョン（概要版）

02 2040年代の東京ビジョン ｐ15

03 2030年に向けた戦略 ｐ29
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04 みんなでつくる「未来の東京」 ｐ80



01 「未来の東京」を描く ～戦略ビジョンが貫くもの～
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○今からおよそ120年前、20世紀の幕開けとなる1901（明治34）年１月２日と３日発行の報知新聞に、「二十世紀の豫言」

という未来予測記事が掲載された。

○この記事は、電気通信、運輸、軍事、医療、防災など、23項目について、20世紀中に実現するであろう科学技術と生活の

内容を、大胆に予測したものである。

○100年以上前の当時では、「そんなばかな」とも思われた話が、今では、多くのものが実現されている。政府の科学技術白

書によると、12項目が実現、５項目が一部実現しているとされており、その予測精度や生活描写の豊かさに驚かされる。

○一見、荒唐無稽だと思えるアイデアも、時と人の叡智と情熱、努力を注ぎ込めば実現につながることを歴史が証明してい

る。

○我々は、今、新しい時代の入口にいる。従来の発想の延長線上では、新しい時代を切り拓くことはできない。大胆で自由な

発想で考え果敢に挑戦し続けることが、明るい未来を実現する上で重要である。

（「二十世紀の豫言」が示す意味）

１ 大胆な未来の展望こそが、時代を切り拓く

1901年１月２日発行

1901年１月３日発行
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航空機が世界中を飛び回り、人々が快適に海外旅行

を楽しめる社会が実現

エアコンなどの開発・普及により、温度湿度をコン

トロールしながら、快適に過ごせる社会が実現

テレビ会議やネットショッピングが普及し、バー

チャル世界を通じて、買物が楽しめる社会が実現

記事内容の抜粋 現代社会の状況

固定電話や携帯電話が大衆化しただけでなく、今で

は、スマートフォンが広く普及し、ストレスフリーに

対話が楽しめる社会が実現

インターネットやメールが普及し、遠くで撮った色

鮮やかな写真を瞬時に送付することができる社会が

実現

＜無線電信及び電話＞

「電信電話は一層進歩して只だに電信のみならず、無

線電話は世界諸國に聯絡して東京に在るものが倫敦

紐育にある友人と自由に対話することを得べし」

＜遠距離の写真＞

「數十年の後鷗州の天に戰雲暗澹たることあらん時東

京の新聞記者は編輯局にゐながら電氣力によりて其

状況を早取寫眞となすことを得べく而して其寫眞は

天然色を現象すべし」

＜七日間世界一周＞

「十九世紀の年末に於て少くとも八十日間をよしたり

し世界一周は二十世紀には七日を要すれば足ること

になる」

＜暑さ寒さ知らず＞

「新器械發明せられ暑寒を調和する爲に適宜の空氣を

送り出すことを得べし」

＜買物便法＞

「寫眞電話によりて遠距離にある品物を鑑定し且つ賣

買の契約を整へ其品物は地中鐡管の裝置によりて瞬

時に落手することを得ん」
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1896 1912 1949

アテネ五輪(第1回) ストックホルム五輪 湯川秀樹ノーベル賞受賞

1869 1901 ※日本初参加 1925 ※日本人初

東京-横浜間の電信業務開始 報知新聞「20世紀の豫言」 ラジオ放送開始

1934

室戸台風 1948

1937-45 国連「世界人権宣言」採択

1867 日中戦争

大政奉還 1939-45 1947

第二次世界大戦 日本国憲法施行

1853 1868 1896 1907 1919 1925 1941-45 地方自治法施行

ペリー艦隊浦賀に来航 明治と改元 民法制定 刑法制定 都市計画法制定 普通選挙法制定 太平洋戦争 児童福祉法制定

1854 江戸を東京と改称 1889 1920 1932 1936 1945

日米和親条約 大日本帝国憲法発布 国際連盟設立 5.15事件 2.26事件 東京大空襲

1858 1871 1894-95 1904-05 1914-18 1923 1929 広島・長崎原爆投下

日米修好通商条約 廃藩置県 日清戦争 日露戦争 第一次世界大戦 関東大震災 世界恐慌 国際連合設立

1868 1889 1898 1914 1921 1931 1946

東京府制施行 東京市制施行 淀橋浄水場通水 東京駅開業 東京市制要綱 羽田空港完成 1943 東京戦災復興都市計画

1872 1888 1923 1930 東京都制施行

養育院設立 東京市区改正条例制定 1903 帝都復興計画 荒川放水路完成 1941

日本初の鉄道開通 1884 ※最初の都市計画立法 日比谷公園開園 1928-31 東京港開港 1949

　（新橋～横浜） 神田下水工事着工 東京に路面電車開通 清洲橋竣工 1940 工場公害防止条例制定
　※東京の近代下水道の始まり （品川～新橋） 震災復興公園開園 勝鬨橋竣工 東京都立大学開学

1882 1893 （錦糸・浜町・隅田） 1939 1948

上野動物園開園 多摩地域が東京府へ移管 1927 東京緑地計画 東京消防庁誕生

1880 地下鉄（上野-浅草）開通

小笠原諸島が東京府に編入 ※日本初の地下鉄 1947

1878 「大東京都市計画道路網」告示 22区制（35区→22区）

伊豆諸島が東京府に編入 1926 1935 ※8月に練馬区独立し23区に

1877 初の同潤会アパート竣工 中央卸売市場（築地）開場

上野公園で 永代橋竣工 初の公設保健所 京橋に開設

内国勧業博覧会開催 1925

山手線環状運転開始

1890年1850年 1860年 1870年 1880年 1900年 1910年 1920年 1930年 1940年

江戸 明治 昭和大正

○江戸末期からの約200年間で東京は、「震災」と「戦争」という二度の大きな試練を乗り越え、奇跡の発展を遂げてきた。先人たちの

努力の積み重ねによって、今の日本・東京の礎が築かれてきた。

○例えば、渋沢栄一は、多くの企業の設立に携わる一方で、養育院の院長を約50年務め、現在の福祉事業の礎を築いた。後藤新平は、

関東大震災後の復興計画に近代的な都市計画手法を取り入れ、主要幹線道路や橋梁など、今の東京につながる社会資本を整備した。

震災・戦争開国→近代化

２ 先人たちの歩みを受け継ぎ、東京は新たなステージに

社
会
の
歩
み

東
京
の
歩
み
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1964 1972 1989 1998 2020
東京五輪
 札幌冬季五輪 1985 消費税導入 長野冬季五輪 2007 東京2020大会

第2回パラリンピック 携帯電話発売 2002 スマートフォン発売 2019

1953 1960 1969 1984 1993 サッカーＷ杯日韓大会 ラグビーW杯日本大会

テレビ放送開始 カラー放送開始 アポロ11号月面着陸 衛星放送開始 インターネット商用サービス開始

1985 1997

1956 プラザ合意 介護保険法制定

日ソ共同宣言 1967 青函トンネル開通 2000

日本が国際連合加盟 公害対策基本法制定 1986 児童虐待防止法制定

首都圏整備法制定 1968 男女雇用機会均等法施行 介護保険制度開始

1959 新・都市計画法制定 1987 2001

1950 伊勢湾台風 1969 国鉄分割民営化（ＪＲ発足） アメリカ同時多発テロ

朝鮮戦争 1960 東名高速開通 1989 2002
地方公務員法制定 国民所得倍増計画 1970 ベルリンの壁崩壊 都市再生特別措置法制定 2016

1951 1961 障害者基本法制定 1991 2003 障害者差別解消法施行

社会福祉事業法制定 第２室戸台風 大阪万博 湾岸戦争 少子化社会対策基本法制定

1952 災害対策基本法制定 1972 バブル経済崩壊 2008 2025

サンフランシスコ 1963 沖縄返還 1978 育児休業法制定 リーマンショック 大阪・関西万博

講和条約 老人福祉法制定 日中国交樹立 成田空港開港 1995 日本の総人口ピーク 2027

1954-73 1964 1973 日中平和友好条約 阪神・淡路大震災 2011 リニア中央新幹線開通

高度経済成長 東海道新幹線開通 オイルショック 地下鉄サリン事件 東日本大震災 （品川-名古屋）

1964 1974 1986 2000 2020

東京モノレール開業 1972 多摩川水害（狛江市） 1983 大島噴火 三宅島噴火 首都大学東京から

1962 上野動物園にパンダ来る 三宅島噴火 都区制度改革 東京都立大学へ改称

人口1000万人突破 荒川線を除く都電撤去完了 1997 （特別区が基礎的自治体に） 2018
首都高速道路 1971 神田川・環状七号線地下調節池供用 2013 豊洲市場開場
（京橋-芝浦）開通 「ごみ戦争」宣言 東京都景観条例制定 伊豆大島土砂災害（台風第26号）

1961 多摩ニュータウン入居開始 1995 2012

1958 東京文化会館完成 東京都震災予防条例制定 東京都福祉のまちづくり条例制定 東京スカイツリー開業

東京タワー竣工 1969 1994 2011

多摩動物公園開園 東京都公害防止条例制定 東京都環境基本条例制定 小笠原諸島が世界自然遺産に登録

1957 江東再開発基本構想 東京都消費生活条例制定 人口 1300万人突破

1954 小河内ダム竣工 1968 区部下水道100％概成 2010

戦後最初の地下鉄開通 小笠原諸島日本復帰 1991 2007 羽田空港再拡張（国際化）

（池袋-御茶ノ水） 霞が関ビルディング完成 ※日本初の超高層ビル 1988 新都庁舎開庁 「東京マラソン」初開催

騒音防止に関する条例制定 1966 給水普及率100％ 2005

1963 東京都住宅供給公社（ＪＫＫ）設立 臨海部副都心開発基本計画 2001 首都大学東京開学

東京都長期計画（東京都初の長期計画） 認証保育所開始

2020年 2030年 2040年1960年 1970年 1980年 1990年 2000年 2010年1950年

令和昭和 平成

○我が国が４つの歴史的転換点を迎える中、我々は新たな歴史のステージに立っている。今後、不確実性が一層増していく中で、これまで

の延長線上の発想では、東京と日本の明るい未来は到底望めない。

○ 「20世紀の豫言」で示された「将来の変化を大胆に展望する」スタンスに立ち、先人たちの「人間中心」の思想や既成概念に捉われな

い柔軟な発想で未来を構想し、その実現に向けた道筋を明らかにし、それを実行していくことこそが、現代を生きる我々の使命である。

安定成長→低成長復興→高度成長 新たなステージへ

東
京
と
日
本
の
輝
か
し
い
未
来

４つの歴史的転換点
経済・テクノロジー・気候変動・人口構造
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３ 今、進行しつつある変化・変革に、正面から向き合う

○ＧＤＰは、2030年までに中国が１位、インドが３位に。両
国の世界シェアは、22％から34％へ上昇。

○一方で、日本は４位に転落。世界シェアは７％から４％と
なり、地位が低下。

中国・インドのシェア
22.1％

※実質GDP 2005年ドルベース

2030年

（資料）OECD 「Economic Outlook No.95（2014）」を基に作成

2010年

中国・インドのシェア
33.7％

○ＡＩ、ＩｏＴ、ビッグデータ、ロボットなど第４次産業革
命のコアとなる新技術の社会実装が世界中で進行。

ドイツ
官民連携プロジェクトである「インダストリー
4.0戦略」により、製造業のＩｏＴ化を推進

アメリ
カ

ＩｏＴの高度化を目指す官民連携のコンソーシア
ム「Industrial Internet Consortium(ＩＩＣ)」
を立ち上げるなど、業界を挙げた取組を加速

中 国

ハイテク産業育成策「中国製造2025」により、
国家プロジェクトとしてＩＴ技術と製造業の融
合、ビッグデータ活用を推進

日 本

ＡＩ、ビッグデータ等を活用し、経済発展と
社会的課題の解決を両立する、人間中心の社会
「Society 5.0」の実現を提唱

（資料）総務省「平成29年版情報通信白書」を基に作成

①経済：日本経済は存在感が低下、世界の政治・経済・

軍事の枠組みが大きく変化している

②テクノロジー：第４次産業革命のうねりの中で、

日本・東京の対応が問われている

8

○世界の政治経済情勢が不安定さを増す中で、我が国が生き
残る戦略が問われている。



○東京都の人口は2025（令和７）年に1,417万人でピークを
迎えたのち、減少へ転じる。2060（令和42）年には1,192
万人まで減少すると見込まれている。

○ 2060年の東京都の人口規模は、1990（平成２）年時点と同
規模である。しかし、人口構成は激変し、年少人口は４割減、
生産年齢人口は２割減となる一方、高齢者人口は３倍へと大
幅に増加する。

年齢３区分別人口（都）

④人口構造：少子高齢化、人口減少は、生産力や

都市の活力に大きな影響を与える

③気候変動：世界的な気候変動の危機が、自然災害の

頻発など東京の環境や生活に深刻な影響を及ぼす

○世界的に気温上昇、海氷面積の減少、海水温や海面の上昇、
熱帯低気圧の強大化が進行しており、世界全体が危機的な状
況にある。

○豪雨災害、河川氾濫、土砂災害、高潮の頻発などによる被害
の拡大・ 激甚化の脅威が高まっている。

○熱中症の増加、ヒートアイランドの更なる悪化など、都市生
活の維持が困難となる恐れが高い。

○気温上昇などによる、栽培適地の変化、品質低下、漁獲量や
時期の変動など、農林水産業への影響が懸念される。

（写真提供 気象庁）
気象庁報道発表資料より作成

＜2019年台風第19号による
奥多摩町日原街道の被害＞ ＜2019年台風第19号の衛星写真＞

（資料） R22までは総務省統計
局「国勢調査」、総務局「東京都世
帯数の予測」（平成31年3月発
行）を基に作成。R27以降は政策
企画局計画部による予測値。
※単位未満の四捨五入等により、
内訳の合計が総数と一致しない場
合がある。

○過去30年間で東京の外
国人は21万人から57万
人、2.8倍に増加。

○このペースで増加し続
ければ、2040年には
125万人に。

（資料）法務省「在留外国人統計（旧登録外国人統計）」を基に作成

※Ｈ4、Ｈ6の統計データは無し
※各年12月末時点
※Ｈ3の「永住者」は「永住者」「平和条約関連国籍離脱者の子」「法126-2-6」「協定永住」の和
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（資料）IATA(国際航空運送協会)公表資料を基に作成

○世界の航空旅客は、2036年には約２倍の78億人に達する見
込み。国際ビジネスジェット等の旺盛な需要に応えなければ、
世界に立ち遅れる。

○今後30年間に約70％の確率で首都直下地震等が発生。
最大死者は約１万人、帰宅困難者は約517万人と想定。

（出典）総務局「首都直下地震等による東京の被害想定」

○南海トラフ巨大地震では、島しょ部で最大30ｍ超の津波が発生。死者
約1,800人と想定。

神津島
(4.72ｍ～28.43ｍ)

新島
(4.97ｍ～30.16ｍ) 

式根島
(5.1ｍ～28.15ｍ）

八丈島
(3.28ｍ～18.07ｍ) 

（出典）総務局「南海トラフ巨大地震等による東京の被害想定」

1 2 2 1 3 5 4 6 5 7 6 8 7 3 8 12 9 11 10 4 11 10 12 9

※国名の上の数字は順位

主な国の航空旅客数の将来推計

○ＥＣ市場の更なる拡大が見込まれる中、ドローン配送等の新た
な輸送手段に対応するインフラ整備が遅れれば、世界から取り
残される。

EC（電子商取引）市場規模の推移

（資料）国土交通省自動車局・総合政策局公表資料を基に作成

⑥地震や火山噴火：近い将来、首都直下地震が東京を

襲う可能性が高い中、被害の最小化が課題

⑤人と物の流れ：人の流れと物流の変化への対応が、

都市間競争の鍵を握る

10



【経済、ビジネス】

日本経済の牽引役としての役割を果たしている

【安全安心、都市インフラ】

世界の都市にはない高い安全性と利便性が存在する

【芸術・文化、観光、都市環境】

古き伝統と新しい文化の双方が楽しめる魅力的な都市

世界に誇る快適な都市環境が整っている

【教育、人・地域社会】

義務教育の教育水準は高い評価を受けている

多様な人々が活躍できる素地がある

【経済、ビジネス】

国際競争を勝ち抜くビジネス環境が整っていない

【安全安心、都市インフラ】

都市インフラの機能強化の取組は道半ば

【芸術・文化、観光、都市環境】

インバウンド向け観光資源、芸術・文化の発信が不足

夏の暑さへの対策や都心部の緑が課題

【教育、人・地域社会】

教育システムの転換が必ずしも十分ではない

人々が暮らしやすいまちへ取組強化が不可欠

４ 東京の「強み」を伸ばし、「弱み」を克服する

【主な弱み】【主な強み】
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＜長期戦略を貫く基本戦略＞

戦略ビジョンの全体像

＜基本戦略１＞
バックキャストの視点で将来を展望する

＜基本戦略２＞
民間企業等、多様な主体と協働して政策を推し進める

＜基本戦略３＞
デジタルトランスフォーメーション*で「スマート東京」を実現

＜基本戦略４＞
時代や状況の変化に弾力的に対応「アジャイル*」

 ４つの歴史的な転換点を迎える中で、これまでは当然であった社会の常識や価値観など、今後、様々な分野・場面におい

てパラダイムシフトが起こる。

 例えば、イノベーションの進展は、新たな価値を創造し、社会に大きな変化・変革をもたらす。日常生活においては、交

通手段について、地上や地下だけなく、空飛ぶクルマなど空中の利用といった空間の使い方や、シェアリングエコノミー

をはじめとするモノの所有の仕方、フィジカル（現実）空間とサイバー（仮想）空間の融合など、人々のライフスタイル

は劇的な変化を遂げていくことが想定される。

 また、人生100年時代を迎える中、いくつになっても健康でいきいきとした方が増えていく。従来の「高齢者」のイメー

ジの見直しや「生産年齢」といわれる世代の捉え方など、長寿時代に即した仕組みや制度を模索する時期に来ている。

 仕事面についても、ロボットやＡＩといった最先端技術の活用や、テレワーク、副業・複業、フリーランスなど、人々の

多様な働き方が広く浸透し、ひいては、会社の役割やあり方も大きく変わっていくことが見込まれる。

 世の中の動きは極めて速く、予測不可能な変化も生じ得る。不確実な時代を生きるには、これまでのロールモデルに頼る

のではなく、一人ひとりが、その個性や能力を最大限に伸ばし、自らの希望や意思に基づいて、人生を選択していけるこ

とが重要である。自ら考え、人生を切り拓いていける環境を整えることで、人が輝く東京を実現していく必要がある。

＜我々が目指す未来の姿＞
＊「アジャイル(agile)＝俊敏な、すばやい」の言葉の意味から、時代や状況の変化に柔軟
かつ迅速に対応すること。

＊ICTの浸透が人々の生活をあらゆる面でより良い方向に変化させるという概念。
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 ４つの転換点と、世界的な都市間競争の視点を踏まえて考えたとき、最も重要なのは、「人」を育てることである。未来

を担う子供への投資に本気で取り組み、世界に通用する「人」を育てる。子供が笑顔で元気に育つよう、子育てを社会全

体で支える。女性・障害者・外国人など、誰もが活躍できる環境を整える。そして、人と人をつなぐ、社会の様々な活動

をつなぐ、未来へとつなぐなど、「つなぐ」をキーワードに、人に寄り添い多様性や包摂性に富んだ、人が輝く東京を実

現していくことを政策の基軸とする。

 様々な変化・変革は、一面ではチャンスと捉えることもできる。例えば、

・人口減少局面にあって、ＡＩ等の先端技術の進展は、人の仕事を奪うのではなく、むしろ業務の省力化や効率化に寄与

するなど、人手不足に直面する東京にとって強みとなり得る。

・世界に先駆け「超超高齢社会」を迎える東京が、介護ロボットなど新サービスを次々と実装することで、今後同様の社

会を迎える世界のモデルになり得る。

・気候変動に対する先進的な取組や新技術の開発が、地球規模の課題の解決につながり得る。様々な課題に対応すること

で、先端技術と組み合わせ、イノベーションが生まれ世界をリードする東京 を実現することが可能となる。

 東京の持つ強みとして、高度に整備されたインフラに加え、安全安心な東京であることや、伝統文化やエンターテインメ

ントなど、様々な芸術・文化が人々を魅力する楽しい東京であること、さらには、おいしい水やきれいな空気、緑に溢れ

た美しい東京であるといった、他都市にはない多くの魅力がある。これを更に伸ばし、自然と都市が融合した新たな姿を

目指していく。

 魅力に溢れた東京が、日本各地と連携を深めることで、日本全体の発展にも寄与し、真の共存共栄につながるオールジャ

パンで進む東京を実現していく。

 こうした東京を目指すことで、「セーフ シティ」、

「ダイバーシティ」、「スマート シティ」の

３つのシティが進化し、「成長」と「成熟」が

両立した未来の東京を実現していく。 楽しい東京 美しい東京

オールジャパンで進む東京 世界をリードする東京人が輝く東京

安全安心な東京

人が輝く東京
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目指す2040年代の東京の姿として20の「ビジョン」を提示

01 子供の笑顔と子供を産み育てたい人で溢れ、家族の絆と社会が支える東京

02 新たな教育モデルにより、すべての子供・若者が将来への希望を持って、自ら伸び、育つ東京

03 女性が自らの希望に応じた生き方を選択し、自分らしく輝いている東京

04 高齢者が人生100年時代に元気に活躍し、心豊かに暮らす東京

05 誰もが自分らしくポジティブに働き、活躍できる東京

06 様々な人が共に暮らし、多様性に富んだ東京

07 誰もが集い、支え合う居場所・コミュニティが至る所に存在する東京

08 災害の脅威から都民を守る強靭で美しい東京

09 犯罪、事故、火災への対処、病気への備えなど、暮らしの安心が守られた東京

10 最高の交通ネットワークが構築された便利で快適な東京

11 高度な都市機能を維持・更新し、人が集い、憩う東京

12 デジタルの力で東京のポテンシャルを引き出し、都民が質の高い生活を送る「スマート東京」(東京版Society 5.0)

13 世界中からヒト・モノ・カネ・情報が集まる、世界一オープンな東京

14 次々と新しい産業が生まれる、世界一のスタートアップ都市・東京

15 世界一の高い生産性を実現した、世界経済を牽引する東京

16 水と緑を一層豊かにし、ゆとりと潤いのある東京

17 ゼロエミッション東京

18 文化やエンターテインメントで世界を惹きつける東京

19 スポーツが日常に溶け込んでいる、スポーツフィールド・東京

20 全国各地との連携を深め、真の共存共栄を実現した東京

2030年に向けた20の「戦略」を提示

戦略１ 子供の笑顔のための戦略
戦略２ 子供の「伸びる・育つ」応援戦略
戦略３ 女性の活躍推進戦略
戦略４ 長寿（Chōju）社会実現戦略
戦略５ 誰もが輝く働き方実現戦略
戦略６ ダイバーシティ・共生社会戦略
戦略７ 「住まい」と「地域」を大切にする戦略
戦略８ 安全・安心なまちづくり戦略
戦略９ 都市の機能をさらに高める戦略
戦略10 スマート東京・ TOKYO Data Highway戦略

戦略11 スタートアップ都市・東京戦略
戦略12 稼ぐ東京・イノベーション戦略
戦略13 水と緑溢れる東京戦略
戦略14 ゼロエミッション東京戦略
戦略15 文化・エンターテインメント都市戦略
戦略16 スポーツフィールド東京戦略
戦略17 多摩・島しょ振興戦略
戦略18 オールジャパン連携戦略
戦略19 オリンピック・パラリンピックレガシー戦略
戦略20 新たな都政改革戦略

◎ 政策面からの視点である３C（Community、Children、Chōju）を、戦略の核に据える

○ 戦略実行のために、あわせて約120の「推進プロジェクト」を立ち上げ、具体的な施策、ステップ、スキームなどを詰め、政策を練り上げ、「長期
戦略」を策定し、戦略実行を加速していく。

○ 「推進プロジェクト」の取組を強力に推進するため、必要に応じ組織横断的な推進チームを設置するなど、体制整備を図る。

戦略実行のための「推進プロジェクト」

これらを通じて「セーフ シティ」「ダイバーシティ」「スマート シティ」が進化し、「成長」と「成熟」が両立した未来の東京を実現していく。
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02 2040年代の東京ビジョン
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2040年代の東京ビジョン
人が輝く東京

ビジョン01 子供（Children）

子供の笑顔と子供を産み育てたい人で溢れ、
家族の絆と社会が支える東京

 子供の目線に立った政策やまちづくりが徹底され、「社

会の宝」である子供の笑顔で一杯のまちが実現

 子育てに関するあらゆる負担が解消され、子供を産み育

てたいという希望を持つ人で溢れている

 企業・地域における多様な子育て施設の存在に加え、テ

レワークなど子育てに優しい働き方が基本となり、「待

機児童」は死語に

 子供を産み、育てることが社会全体の喜びとなってい

る。その結果、合計特殊出生率が先進国最高水準の2.07

となり、少子化からの脱却に成功

ビジョン02 教育

新たな教育モデルにより、すべての子供・若者が
将来への希望を持って、 自ら伸び、育つ東京

 子供たち一人ひとりに着目し、その成長をサポートする

新たな「東京型教育モデル」が根付き、自らの人生を自

らの意思で切り拓いていける力が育まれている

 英語を使いこなせるのが一般的になるなど、海外や実社

会に羽ばたき、言葉の壁を越えてグローバルに活躍する

人材が数多く輩出

 学校、家庭、地域などで子供と大人が世代を超えて活発

に交流しながら、子供たちが自発的に学んでいる

 一人ひとりの状況に応じた学校以外の学びの場が実現

し、誰もが学び、成長する機会を持つことができている

 障害の有無に関わらず、一人ひとりの学びのニーズに応

えるインクルーシブな教育が実現
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2040年代の東京ビジョン
人が輝く東京

ビジョン03 女性活躍

女性が自らの希望に応じた生き方を選択し、
自分らしく輝いている東京

ビジョン04 長寿（Chōju）

高齢者が人生100年時代に元気に活躍し、
心豊かに暮らす東京

 企業や公的機関、地域、政治、大学・研究機関における

女性活躍は当たり前となり、女性が自らの希望に応じた

生き方を選択できるまちになっている

 政治家や企業トップの半数が女性となるなど、女性の能

力が十分に活かされる社会が実現し、ジェンダーギャッ

プ指数は世界トップ10に

 男女の就業率や賃金の差が解消、「M字カーブ」が過去

のものに。男性の家事・育児が当然となり、「女性活

躍」という言葉が使われなくなっている

 「Ｃｈōｊｕ」が世界共通語になっている

 平均寿命・健康寿命がともに90歳を超える

 100歳まで元気に暮らす「健康長寿社会・東京モデル」

が、21世紀成熟都市の理想像として世界の模範となって

いる

 高齢者が自らの希望に応じて働き続けている。また、元気

高齢者がまちに出て、地域社会の担い手として、活躍。

「○歳からは高齢者」といった一律的な高齢者像は過去の

ものに

 介護が必要になっても、自らの希望や意思に基づいて生活

する場所を選択することができている。その家族も介護と

仕事を両立でき、「介護離職」が死語になっている

 認知症との共生の実現とともに、認知症の予防策が開発さ

れ、普及している
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2040年代の東京ビジョン
人が輝く東京

ビジョン05 働き方

誰もが自分らしくポジティブに働き、活躍できる東京

ビジョン06 多様性

様々な人が共に暮らし、多様性に富んだ東京

 テレワークが一般的でオフィス勤めの人の出社は週１日

 ２つ以上の仕事を持つ「複業」などの自由な働き方も一

般化

 東京で働きながら、仕事や季節に応じて地方でも暮らす

「二地域居住」など、心豊かに人生を謳歌する、多様な

ライフスタイルが実現

 大学、ビジネススクールなどでの社会人教育が充実し、

キャリアや年齢に関わらず、学び直しやキャリアアップ

ができ、就労へのチャレンジが可能に

 就労を希望する全ての都民が、多様な選択肢の中から本

人の希望に応じた業種やワークスタイルで働くことがで

き、生涯にわたっていきいきと生活

 性別、障害、国籍などに関係なく、一人ひとりが、自分

らしくいきいきと活躍できる、多様性に富んだ真のダイ

バーシティ都市になっている

 言語や宗教、文化、生活ルールなどが異なる外国人と日

本人が隣り合って仲良く暮らす、世界で最も外国人が暮

らしやすいまちとなっている

 日本と外国の子供が互いの価値観を理解し合い、共に学

ぶことで、社会性や想像力に溢れた人材が生まれている

 東京の大学で専門知識を学んだ外国人留学生がビジネス

や技術開発の第一線で活躍している

 ソフト・ハード両面で質の高いバリアフリー環境が整い、

障害者をはじめ、誰もが安心・快適に暮らし、希望に応

じた働き方ができている
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2040年代の東京ビジョン
人が輝く東京

ビジョン07 コミュニティ（Community）

誰もが集い、支え合う居場所・コミュニティが
至る所に存在する東京

ビジョン08 防災

災害の脅威から都民を守る強靭で美しい東京

 様々な人が集い、交わり、悩みを分かち合える「居場

所」が、公的住宅や空き家等を活用して数多く設けら

れ、ここを核に新しい地域コミュニティが生まれている

 悩みを抱える子供・若者、一人暮らし高齢者、ひきこも

りの人などが、悩みを共有し、社会とのつながりを保っ

ている

 「地域コミュニティにおける教育」が、学校教育とも連

携して充実

 地域の若者と町会・自治会との連携により居場所が運営

され、商店街の賑わいと相まって、活発な地域コミュニ

ティが形成されている

 良質な住宅ストックが適切に供給され、住宅に困ること

なく、誰もが安心して暮らすことができている

 地震や台風など、自然の脅威に対して、最先端技術の活

用や都市施設の整備をはじめ、ハード・ソフトの重層的

な備えにより、都民の生命が守られ、世界一安全安心な

都市が実現

 東京のまちから電柱が姿を消すとともに、木造住宅密集

地域は東京ならではの路地の風情と雰囲気を生かしつつ、

安全な街並みとして再生

 東京は、今までに経験のない台風や豪雨に対しても、都

民の生命と安全が確保され、犠牲者を伝える災害ニュー

スが流れない

安全安心な東京
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2040年代の東京ビジョン
安全安心な東京

ビジョン09 暮らしの安心

犯罪、事故、火災への対処、病気への備えなど、
暮らしの安心が守られた東京

ビジョン10 交通ネットワーク

最高の交通ネットワークが構築された便利で快適な東京

 ＡＩ・ＩＣＴなど先端技術の活用により、犯罪を未然に

防ぎ、テロや凶悪犯罪、サイバー犯罪等の脅威から、都

民や東京を訪れる人々を守る都市となっている

 ＩＣＴの駆使や、行政・企業・地域コミュニティなど多

様な主体の連携により、地域における身近な犯罪や交通

事故、火災等の脅威は大幅に改善、誰もが安全安心に暮

らしている

 大学病院の集積など、東京の強みや特性を活かし、誰も

が必要に応じて質の高い医療を受けられる安心な環境が

整備されている

 東京は安全安心であるという世界共通認識のもと、東京

に対する信頼（トラスト）が更に高まり、世界中から人

が集う都市となっている

 世界最高の道路と鉄道のネットワークが構築され、人や

モノの流れが最適化されている。満員電車は過去のもの

となり、まちなかでは、自動運転によるスマートモビリ

ティが往来する中で、人々が安全かつ自由にまち歩きを

楽しむ

 リニア中央新幹線の開通により、他圏域との劇的な時間

短縮が実現し、東京が国内と世界の多様な人材や先端研

究機関等とをつなぐゲートウェイとなっている

 首都圏空港は旺盛な航空需要に十分対応している。羽田

空港では、環境に配慮しながら、処理能力が拡大し、ビ

ジネスジェットの発着枠も十分確保できている
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2040年代の東京ビジョン
安全安心な東京

ビジョン11 まちづくり

高度な都市機能を維持・更新し、人が集い、憩う東京

ビジョン12 スマート東京

デジタルの力で東京のポテンシャルを引き出し、
都民が質の高い生活を送る「スマート東京」（東京版Society  5.0）

 都心やベイエリア等、都内各地で次々と都市機能の更新

が行われ、常に最新の都市に生まれ変わるとともに、人

が集い、憩う、便利で快適な都市となっている

 都市インフラの長寿命化や更新等が最新技術を活用して

計画的に行われており、高い安全性を備えた東京のイン

フラは、巨大都市の経済活動を24時間365日支え続けて

いる

 集約型の地域づくりへの転換が進む地域では、駅周辺で

働き暮らせるまちになっている

 まちなかに点在する空き家などは、店舗やコミュニティ

スペース等、地域のニーズに合わせて有効に活用されて

いる

 都市全体がスマート化され、全てのモノがＩoＴでつなが

り、自動運転車・空飛ぶクルマ、遠隔医療、キャッシュレ

スなど、都民生活に広く最先端技術が浸透し、世界で最も

便利で生活満足度の高い都市に

 高速モバイルネットワークが東京2020大会のレガシーと

して発展し、21世紀の基幹的公共インフラである高速通

信網の分野で東京が世界をリード

 都庁、国の機関、都内全区市町村は、「完全デジタルガバ

メント」となり、行政手続は自宅からオンラインで、ワン

スオンリー・ワンストップで完了

 東京の世界的な信頼を後ろ盾に、「21世紀の石油」であ

るデータが集まる「世界のデータセンター」となり、東京

発の国際標準やデータビジネスが多数誕生

世界をリードする東京
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2040年代の東京ビジョン
世界をリードする東京

ビジョン13 ビジネス・研究開発

世界中からヒト・モノ・カネ・情報が集まる、
世界一オープンな東京

ビジョン14 スタートアップ

次々と新しい産業が生まれる、
世界一のスタートアップ都市・東京

 「世界で最もビジネスしたい」都市へと進化し、世界中の

グローバル企業が都内で活動

 世界中の高度人材が東京に集まり、日本人と切磋琢磨し、

様々なコラボレーションから新しいイノベーションが生ま

れ続ける、日本・世界で特異な都市へと変貌

 ビジネスの公用語は英語で、グローバルスタンダードのビ

ジネスルールが適用される戦略的ビジネスエリアを形成。

外国企業に対する税制優遇や規制緩和メニューが充実

 外国人向けの住居や医療、インターナショナルスクールが

充実し、国籍を問わず世界中の誰もが母国と同じレベルで

ストレスなく生活

 優秀な留学生が集まり、世界をリードするイノベーション

人材が多数輩出され、東京都立大学からノーベル賞受賞者

が出るなど、世界中の企業、教育機関が注目

 数々のスタートアップ・エコシステムが形成され、有機

的につながり、世界を席巻するユニコーン企業が数多く

生まれる都市へ

 スタートアップと大企業、中小企業、大学、研究機関と

のコラボレーションから生まれた新技術やビジネスモデ

ルが世界中で実用化・製品化。高齢化や貧困、気候変動

などグローバル課題を解決

 食やファッションなど、東京ならではの多様なスタート

アップが生まれ、世界中の人々を刺激

 グローバル企業やスタートアップが都内で活動し、世界

経済の動向や社会の大きな変化にどの都市よりもスピー

ディーに対応

 世界一の金融システムから安定的に資金供給がなされ、

女性、外国人、高齢者をはじめ、東京で起業を目指すあ

らゆる主体への支援が充実。幼少期からの起業家教育や

社会人教育が充実し、ビジネス

マインドが高い人材を性別や年

齢を問わず次々と輩出
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2040年代の東京ビジョン
世界をリードする東京

ビジョン15 産業

世界一の高い生産性を実現した、世界経済を牽引する東京

ビジョン16 水と緑

水と緑を一層豊かにし、ゆとりと潤いのある東京

 ＡＩ、ＩｏＴなどのフル活用により、生産年齢人口の減

少に伴う人手不足の懸念は完全に解消され、企業の生産

性が飛躍的に向上し、東京の１人あたりＧＤＰは世界

トップクラス

 高い技術を持つ都内の中小企業や都内各地の多様な地域

産業が稼ぐ力を伸ばし、我が国経済の屋台骨として力強

く成長

 中小企業の実情に応じた最適な形での事業承継が円滑に

進み、承継された高度な技術・サービスが新たな担い手

のもとでイノベーションへと飛躍

 東京の農林水産業は最先端技術を活用したスマート化

で、高い生産性と高収益化が両立した魅力ある産業とな

り、東京産食材や木材が人々の生活を豊かに

 玉川上水や、河川等の清流が復活し、浄化や自然環境の

改善が進んだ外濠では蛍が舞い、江戸の昔ながらに再生

された美しい水と緑が東京を代表するシーンとなってい

る

 日本橋付近では、首都高速道路の地下化により水辺に顔

を向けた街並みとなり、豊かな水と緑を楽しむ人々が集

い、活発な舟運と相まって、賑わいと憩いの場となって

いる

 多摩・島しょ地域では、豊かで美しい水と緑に囲まれた

快適な居住環境が保たれている。固有の生態系を有する

自然が東京の財産として後世まで引き継がれるよう、手

を入れて大切に守られており、親しみ深い地域となって

いる

美しい東京
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2040年代の東京ビジョン
美しい東京

ビジョン17 環境都市

ゼロエミッション東京

ビジョン18 文化・エンターテインメント

文化やエンターテインメントで世界を惹きつける東京

 2050年までに、都内のCO2排出量は実質ゼロを実現し、

都市活動に伴う国内外のCO2削減にも大きく貢献

 再生可能エネルギーを基幹電源としたゼロエミッション

住宅・事業所、ＺＥＶの普及、CO2を回収・利用・貯留

する新技術などイノベーションが発展

 ライフスタイルの転換やイノベーションにより、プラス

チック等の３Ｒや食品ロス削減等が進み、製造・流通・

廃棄段階でCO2排出量実質ゼロに貢献する持続可能な資

源利用が実現

 気候変動への対処や適応力の

強化により、豪雨や猛暑の影響

は軽減されている。また、東京

の美しい水や緑、そして空気は

将来世代に引き継がれている

 脱炭素を実現したサステイナブルな東京は、世界中の

人々や企業・投資を惹き付ける都市となっている

 洗練された伝統文化や芸術、ファッション、ポップカル

チャーなど様々なコンテンツがつながっている東京は、

世界で最も歩くのが楽しい憧れの的となり、世界中の

アーティストの卵が修行に訪れる登竜門に

 都内各地域のお祭りやイベントなどで、地域の個性を活

かした文化の催しが行われ、東京を訪れる外国人を魅了

 和食や、世界の食を最もおいしく楽しめる、多様で洗練

された「世界の台所」となっている

 ＡＩやＩＣＴなどの最先端技術と、人によるおもてなし

が融合した受入環境が整い、世界一安心・快適な観光都

市に

 東京が日本各地と世界の結節点の役割を果たすことで、

多くの外国人旅行者が全国各地を訪れ、日本中で経済や

文化交流の好循環が実現

楽しい東京
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2040年代の東京ビジョン
楽しい東京

ビジョン19 スポーツ

スポーツが日常に溶け込んでいる、
スポーツフィールド・東京

ビジョン20 全国連携

全国各地との連携を深め、真の共存共栄を実現した東京

 アスリートの躍動する姿が、都市のレガシーとなり、ま

ち全体が誰もがスポーツを楽しめるスポーツフィールド

に進化している

 東京2020大会の感動を生んだ競技施設は、スポーツの

聖地として毎年国際大会等が開催され、トップアスリー

トが東京に集結している

 パラスポーツが老若男女が楽しめるポピュラーなコンテ

ンツとなり、まちの至るところで人々がパラスポーツを

楽しんでいる

 健康増進、地域コミュニティの活性化、人と人とのつな

がりなど、スポーツの力により、都民生活の質が向上し

ている

 最先端技術や高速通信網により、東京と全国各地とが距離

と時間の壁を越えて連携し、相互の強みや個性を活かすこ

とで、日本経済全体が大きく発展している

 東京が世界から日本にヒト・モノ・カネを呼び込むゲート

ウェイとして、各地が持つ様々な資源と結びつける役割を

果たすことで、経済が発展し、伝統文化も活性化

 交通ネットワークの発展により新たな人の流れが生まれ、

東京に暮らし働く人々や企業が全国と深くつながることで、

潤いや幸せを感じるライフスタイルや、企業の生産性向上

が実現

 東京と全国各地は共に高め

合う関係であることが広く

理解され、「東京一極集中」

という議論は過去のものと

なり、真の共存共栄の社会が構築

オールジャパンで進む東京
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区部中心部の主な拠点の将来像

東京

○大手町
・国際金融拠点機能や、情報通信・メディア機能
の融合及び通信基盤を活かした新産業創造・国
際ビジネスハブが形成

○丸の内
・歴史と風格ある街並みを有するとともに、経済中
枢機能の集積や質の高い業務機能を活かしたビ
ジネス・国際交流拠点が形成

○有楽町
・文化・芸術・交流・商業等、多くの機能の融合
や、グローバルレベルでのMICE推進・強化等によ
り国際ビジネス・都市観光拠点が形成

・劇場やホール、サブカルに関する施設の集積や身近
な芸術・文化活動により、世界中から人を惹きつけ
る国際アート・カルチャー都市が形成

・リニア、羽田など広域アクセスの利便性などを
活かし、最先端のビジネス環境やMICEの拠
点の整備などにより、日本の成長を牽引する
国際交流拠点が形成

・国際色豊かな業務、商業・エンターテインメント
などの多様な機能や外国人向け生活支援施設
が充実した、国際ビジネス拠点が形成

・国内外の人・モノ・情報が集まり、交わり、刺激し
合い、更なる魅力や新たな価値を持続的に創出し
続ける国際交流拠点が形成

・クリエイティブ・コンテンツ産業等が高度に集積す
るとともに、ファッションやエンターテインメントなど先
進的な文化発信拠点が形成

（画像提供）JR東日本

築地

・大規模集客施設や国際会議場などの機能を備
え、文化や芸術、食・スポーツ・ウェルネスなどの機
能が融合し、新たな東京の魅力を創造・発信する
国際的な交流拠点が形成

臨海部

・区部中心部との近接性、国内外の玄関口、 東京
2020大会のレガシーの集積等の強みを生かし、世
界から人と投資を呼び込み、東京と日本の持続的
成長を牽引する未来創造域が形成※2016年3月時点

自動専用道路

国・都道

鉄道（ＪＲ）

鉄道（私鉄・地下鉄）

公園・緑地等

特定都市再生緊急整備地域

都市再生緊急整備地域

【凡例】

品川六本木・
虎ノ門

渋谷

新宿

池袋
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ウェルネス 産 業教 育

スマート東京（東京版Society 5.0）

都庁デジタル
トランスフォーメーション

オープンガバメント

ＩＣＴ専門人材

TOKYO Data Highway

 見守りロボット
 病気早期発見
 遠隔診療

エネルギー

 地産地消
 デマンドコント

ロール

デジタルサービスで都民のQOL向上 ３つのシティ実現 ダイバーシティ スマート シティセーフ シティ

オープンなビッグデータプラットフォーム /ＡＩ活用

アウト
プット

自然・気象 インフラ

データ データ データ

くらし・経済

アウト
プット

防 災 まちづくり

 ３Dデジタル
マップ

働き方

 テレワーク
 単純業務AI化

デジタルシフト

 自動運転
 MaaS

 カメラ、ドロー
ンで情報収集

 AI危険自動検知

 個別最適化教育
 タブレット学習
 遠隔授業

 IoT、３Ｄプリ
ンター

 農林水産業自動化

モビリティ
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都庁自らも変貌を遂げる

都庁自らがイノベーティブな存在になるとともに、多様なプレイヤーとのコラボレーションで

社会課題を解決し、明るい未来の東京をつくり上げる

 東京が抱える行政課題の解決に、ソーシャルアントレ

プレナー（社会的企業家）や課題解決型のスタート

アップが活躍している

 都庁職員の仕事の仕方自体も、民間企業と協働するス

タイルが定着している

 社会貢献の意欲や高い志を持つと同時に、イノベー

ションを生み出す専門性を有する人材が、次々と都庁

に入り、活躍している

01 職員が、民間企業と協働して
社会課題の解決に取り組んでいる

 デジタル都庁が実現、国や自治体、民間企業等のデジ

タル連携により、都民は手続がほぼ必要なくなり、あ

らゆるサービスを効率的に享受している

 デジタル人材などの高度人材の採用や、民間企業や他

の地方自治体などとの活発な交流により、政策イノ

ベーションを次々に生み出す強固な組織になっている

02 定型業務の大半をＡＩが担い、職員は政策の
イノベーションを生み出すことに注力する組織に変貌している

03 世界の大都市と連携し、
世界レベルの課題解決の先頭に立っている

04 強固な財政基盤を維持し、
更なる行政サービスの充実を図っている

 世界の諸都市との職員交流や留学などにより、グロー

バルな視点を持って政策を展開している

 都が中心となって、世界共通の課題の解決に取り組

み、世界の諸都市の見本となる「東京モデル」を発信

している

 国内外から人が集まり、東京が成長を続けることで、

財政基盤がより強固なものになっている

 社会保障やインフラの維持更新など、今後必要となる

行政需要を把握し、戦略的に財政出動することで、強

靭な財政力を保ちつつ、更なる行政サービスの充実を

実現している

 組織、財務の効率化を徹底するとともに、東京が成長

することで生み出された財源を、更なる成長に向けた

取組に投入し、持続可能な東京をつくり上げている
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03 2030年に向けた戦略
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子供の笑顔と子供を
産み育てたい人で溢
れ、家族の絆と社会
が支える東京

戦略１ 子供の笑顔のための戦略

子供の目線に立って、あらゆる負担を徹底的にサポートする

子供に身近な地域のまちづくりや政策を、都が徹底支援する

「チルドレンファースト」を社会に浸透させる

子供が笑顔になると、周りの人も自然と笑顔になる。

子供目線に立って、出産・子育てに関わる家族の負担を社会全体で支え、子供が過ごしやすい地域のまちづくり

を進めるとともに、社会のマインドチェンジを図ることで、子供が笑顔で、子供を産み育てることに喜びを感じ

る人で溢れる社会を目指す。

2030年に向けた主な政策目標

・子供が健やかに育つことができるよう、産前から出産、子育てが終わるまで、子育て世帯が直面する様々な困難に
寄り添い、切れ目なく、多面的な支援を徹底する。

・「子供を大切にする」視点から、都が率先して子供の声に耳を傾け、子供目線に立った政策を展開する。

・子育て環境の整備や、公園や遊び場など子供が過ごしやすいまちづくりなど、地域での健やかな子育てに全力で取
り組む区市町村を、都が強力に支援する。

・産官学民の様々な力を結集し、子供や子育て世代に優しいまちを創出する。

・「子供を大切にする」ことを最優先とする社会に向け、産官学民が協働した活動を展開し、社会全体のマインド
チェンジを図る。

・若い世代が「子供と触れ合い、子育ての楽しさと大切さを学ぶ」教育を推進する。

全区市町村の子育てを徹底的に支援男性の育休取得率を向上 保育の待機児童を解消し、継続

男性の育休取得率を90%台まで向上
（2030年）

「子育てに全力で取り組む区市町村
徹底支援プロジェクト」を

全区市町村に展開（2030年）

都内の待機児童(保育)を解消し、その状態を継続
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推進プロジェクト

・出産・子育て全力応援プロジェクト

・子育てに全力で取り組む区市町村徹底支援プロジェクト

・チーム2.07（仮称）プロジェクト

・「子供と自然に触れ合い、子育ての大切さを学ぶ」教育の展開

・家事・育児負担軽減プロジェクト

・結婚支援プロジェクト

妊娠・出産・子育ての切れ目ない支援を徹底

全区市町村に展開

社会のマインドチェンジ

全公立小・中・高校で継続実施

家事・育児関連時間の男女差を半減

結婚に向けた気運を醸成

子供・子育て政策の全体像
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新たな教育モデルに
より、すべての子
供・若者が将来への
希望を持って、自ら
伸び、育つ東京

戦略２ 子供の「伸びる・育つ」応援戦略

学び方・教え方を転換し、新たな教育モデルをつくる

世界を視野に、新しい時代を切り拓く人材育成を強力に進める

一人ひとりに寄り添い、きめ細かく子供をサポートする

受け身型・知識習得型の学びから脱却し、子供たち一人ひとりの個性に着目し、自立性や主体性、課題解決力を

伸ばす教育への転換を進める。海外や実社会に積極的にチャレンジする子供を応援するとともに、いじめ・不登

校等の課題も含め、一人ひとりに寄り添ったきめ細かなサポートを展開する。

2030年に向けた主な政策目標

・教育現場の学び方や教員の教え方を抜本的に見直し、一人ひとりの個性や能力に向き合い、最適な学びを提供でき
るよう、指導体制を含めた検討を進める。

・子供たちの「学ぶ意欲に応える」「力を最大限に伸ばす」「悩みに寄り添う」教育を進め、教員の働き方の転換を
も図るトータルツールとして、教育現場のＩＣＴ化を強力に進める。

・社会の様々な課題を主体的に解決していく力や、豊かな国際感覚を身に付け、Society 5.0時代の世界に羽ばたき、
グローバルに活躍できる人材を育成する。

・子供たちが自己肯定感を持って、人生を生き抜いていけるよう、多様な学びの場を創出し、一人ひとりの子供をき
め細かくサポートする。

特色ある学校等を設置

○端末１人１台の学習環境の実現

4.2人/台（2017年） 100％（2023年）

○高速通信網の整備

11.8％（2017年） 100％（2022年）

モバイル端末や通信環境の整備等により、個別最適化された学びへの転換を実現

普通教室の無線ＬＡＮ（Wi-Fi）の整備率

※いずれも都立学校における目標

○エビデンスベースの学習の実現

全校展開（2024年）

○教員の働き方改革

公立学校初の小中高一貫教育校 （2022年）

（立川国際中等教育学校）

都立高校初の「理数科」（2022年）

新国際高校（仮称）（設置予定）
勤務時間の上限達成に向けた取組を継続的に推進
（「都立学校の教育職員の勤務時間の上限に関する
方針」における目安時間）

子供たち一人ひとりの個性や能力に向き合う、新たな「東京型教育モデル」を実現するため、指導体制、学び方、教え方などの抜本的な転換を図る

ための方策を検討

スマートスクールを実現
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推進プロジェクト

・新たな「東京型教育モデル」推進プロジェクト 学び方・教え方の転換

（その他のプロジェクト）

・Society 5.0時代の人材育成プロジェクト

・「GLOBAL Student」プロジェクト

・学校や社会全体で子供を支えるプロジェクト

イノベーションを生み出す人材の輩出

英語力の向上、都の支援による海外留学生数 累計13,500人

一人ひとりに応じた多様な学びの場の創出

○子供の学び方や教員の教え方を転換する新たな「東京型教育モデル」に向けて取組を推進し、幼児期から社会人になるま

で、子供たち一人ひとりの個性や成長に応じてきめ細かくサポート

○子供たち一人ひとりに着目した質の高い教育を実現するため、教員の資質・能力を不断に向上

幼 稚 園 ・ 保 育 所 等 か ら 大 学 ま で の デ ー タ 蓄 積 ・ 連 携 ・ 活 用

一 人 ひ と り の 個 性 や 成 長 に 応 じ た 教 育 の 提 供

・TOKYOスマート・スクール・プロジェクト 個別最適化された学びの実現普通教室無線LAN100％整備（2022年）

○子供たちの学ぶ意欲に応え、子供たちの力を最大限に伸ばすためのトータルツールとして、教育のＩＣＴ化を強力に推進

・都立学校における一人一台のモバイル端末の整備（BYOD等含む）や学校の高速通信環境（Wi-Fi）を整備

子供の学ぶ意欲に応える

 主体的・対話的な学び、個別最適化された学び
 遠隔授業による海外学校との協働プログラム
 地理的制約や時間的制約等を超えた質の高い

教育を実現

 学習ログを活用したエビデンスベースの指導を展開
 ビッグデータの活用・分析による授業改善
 教育データの連係による義務教育段階から大学までの

円滑な接続

 校務の効率化により子供たちと向き合う
時間を確保

 外部人材を活用し、教員の負担を軽減
（教員の働き方改革）

子供が持つ力を最大限に伸ばす 子供にきめ細かく寄り添う

幼小連携教育プログラム 東京都版高大接続改革プログラム 探究的なキャリア教育工業高校等での専門的職業人材の育成
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女性が自らの希望に
応じた生き方を選択
し、自分らしく輝い
ている東京

戦略３ 女性の活躍推進戦略

女性のライフステージに応じた切れ目ないサポートを徹底する

女性活躍に向け、社会のマインドチェンジを強力に進める

家事・育児に積極的な若い世代を育て、社会を変えていく

「仕事か家庭か」の二者択一ではなく、男女共に双方を両立できるよう、女性のライフステージに応じてきめ細
かくサポートするとともに、社会の意識や行動を変革する。様々な意思決定に女性の参画を進め、誰にとっても
住みやすいまちを実現していく。

2030年に向けた主な政策目標

「女性が活躍できると思う」割合を向上 女性の就業率＊を向上 家事・育児関連時間＊の男女差を半減

・男性も女性も、自らの希望に応じて仕事と家庭を両立できるよう、女性のライフステージに応じたきめ細かいサ
ポートを行うとともに、男女双方の家事・育児の負担軽減に向けた普及啓発や支援を徹底する。

・女性のロールモデルや先進的取組の戦略的な発信、企業現場における働き方の転換などを通じ、「仕事か家庭か」
という固定観念の払拭、社会の意識・行動の転換を図る。

・実践的な家庭科教育や、地域の働く女性と関わる体験などを通じて、家事・育児を積極的に捉え、参画する若い世
代を育てることを通じて、社会を変えていく。

男女の就業率格差の解消に向け、女性の就業率を
65％まで向上

「東京は女性が活躍できる都市だと思う」都民の割合
を、生活文化局「男女平等参画に関する世論調査」に
おいて調査

70％（2030年）※

東京は女性が活躍できる都市だと思う人の割合

※ 現在の数値は民間調査をもとに設定
目標数値は調査結果により再検討

家事・育児関連時間の男女差を半減し、
2時間30分に

＊ 家事・育児関
連時間は、夫婦
と6歳未満の子
供がいる世帯の
週全体の平均
時間

56.1％（2018年） 65％（2030年）
5時間1分
（2019年）

２時間30分
(2030年度)

＊「就業率」は、総務省統計局「労働力調査」による34



推進プロジェクト

・女性の希望に応じた生き方・働き方サポートプロジェクト

○ 自らの希望に応じて生き方、働き方を選択でき、自分らし

く輝くことができるよう、女性のライフステージに応じ

て、教育、就労、妊娠・出産・子育て、地域活動など様々

な分野にわたって、きめ細かいサポートを重層的に展開

「女性が活躍できると思う」割合を向上

（その他のプロジェクト）

・女性活躍に向けた社会のマインドチェンジプロジェクト

・ライフプラン等を考える教育

都の管理職に占める女性の割合を向上

審議会等の女性委員任用率を向上

男性の育休取得率を向上

・家事・育児負担軽減プロジェクト

家事・育児関連時間の男女差を半減

○ 男性も女性も仕事と家庭を両立できるよう、上手に家事・

育児を行うための方法を学べるセミナーを開催するなど、

家事・育児に係る負担を軽減

男性も女性も無理なく
仕事と家庭を両立

家事・育児代行サービス
に関する支援

家事・育児のスキルを
学べるセミナー

「子育て弁当」や「簡単
自炊キット」の開発支援

テレワークの推進など
柔軟な働き方を実現

土曜日の夜に宿泊する
子供を地域で見守る活動
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高齢者が人生100年
時代に元気に活躍し、
心豊かに暮らす東京

戦略４ 長寿（Chōju）社会実現戦略

高齢者が元気に暮らし、活躍できる地域づくりを進める

一人ひとりの「働く」「学ぶ」「地域活動」を応援する

認知症に向き合い、「共生」と「予防」両面の対策を進める

人生100年時代において、「高齢者」の概念を大きく変え、いくつになっても元気で心豊かに暮らせる地域づくり

を進めるとともに、一人ひとりの希望に応じて地域や社会で活躍できる環境を整え、さらには「共生」と「予

防」の両面から認知症の対策を進めることで、世界に誇る「長寿社会」を実現する。

2030年に向けた主な政策目標

・住み慣れた地域で、いつまでも元気で心豊かに、自分らしく生きられるよう、産官学民の協働やＡＩ・ＩｏＴ等の
先端技術の活用などにより、地域包括ケアが実現した地域のまちづくりを強力にサポートする。

・従来の高齢者像の枠を超え、元気で楽しいシニア期を過ごせるよう、企業等で「働く」、新たなチャレンジに向け
て「学ぶ」、地域の一員として「活動する」ことを、様々な主体と連携して、力強く応援する。

・家族も含め、尊厳と希望を持ちながら、認知症と共生していくことができる環境を整えるとともに、ＡＩ等を駆使
し認知症予防に向けた研究を強力に推進する。

“Chōju”プロジェクトを都内全域に展開 健康寿命を延伸 社会的な活動を行う高齢者を増やす

高齢者と行政サービスをＩＣＴでつなぐ

都民の健康寿命を男女ともに延伸

※ 65歳健康寿命（要介護２以上）

都民の健康寿命

高齢者の80%が、ＩＣＴを活用し
て行政サービスを利用（2030年）

都内全域に展開
（2030年）

（2017年）※

男性 82.68歳
女性 85.79歳

（2030年）

延伸

社会的な活動（就業・学習・地域活動等）を行う

高齢者の割合を75%に向上（2030年）
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・自分らしく暮らせる“Chōju”東京プロジェクト

○ 意欲ある区市町村において、高齢者をはじめ、誰もが元気で心豊かに、自分らしく暮らせる地域を実現するため、大学・

ＮＰＯ・民間企業などと連携した、都営住宅や特別養護老人ホーム等を活用した取組を、都が強力に支援。成果検証の上、

都内全域に展開

プロジェクトを都内全域に展開

（その他のプロジェクト）

・移動困難者の生活サポートプロジェクト

・シニアライフを輝かせるプロジェクト

・認知症との共生・予防推進プロジェクト

移動困難者の日常的な移動の負担を軽減

高齢者の75%が社会的な活動を実施

認知症とともに暮らす地域づくりを推進

推進プロジェクト

多様な主体の連携イメージ 域内のイメージ
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誰もが自分らしく
ポジティブに働き、
活躍できる東京

戦略５ 誰もが輝く働き方実現戦略

柔軟で質の高い、新時代の「働き方」を社会に浸透させる

人に寄り添い、人生を通じたキャリア形成を応援する

「ソーシャルファーム」の東京モデルを確立する

人口減少局面を働き方の根本的な変革の契機ととらえ、高い生産性とライフ・ワーク・バランスが両立できる、
新しい時代の働き方を社会に浸透させる。誰もが自らの個性や能力を活かして輝き、就労を希望する全ての人が
社会の担い手として活躍できる社会を実現する。

2030年に向けた主な政策目標

ソーシャルファームを普及・拡大女性・高齢者の有業率＊を向上

・テレワークなどの時間や場所にとらわれない柔軟な働き方や、副業・兼業など、一人ひとりが希望に応じて、生活
との両立を図りながら働くことができる新時代の働き方の浸透に向け、制度の見直しも含めた多面的な取組を推進
する。

・若者からミドル、シニアまでの幅広い層が、年齢にかかわらずスキルや知識をアップデートし、新たなステージに
チャレンジできる、多面的な支援を展開する。

・就労に困難を抱える方が、社会の担い手として活躍できるよう、関係機関が連携しながら就労を支援する。

・ソーシャル・インクルージョンの考え方に立ち、希望する全ての都民が就労し、社会の担い手として活躍できるよ
う、ソーシャルファームの創設から事業活動が軌道に乗るまでを強力に支援し、ソーシャルファームの東京モデル
を確立する。

都内企業のテレワーク導入率70％

70％（2030年度）25.1％（2019年度）

※従業員数30人以上の都内企業

 就労に困難を抱える方が社会の担い手として活躍できる

よう、ソーシャルファームの創設及び活動を支援

○経営等を支援する拠点の設置
○ソーシャルファームを認証し支援

（2020年度～）

ソーシャルファームが社会の中で浸透し、
就労に困難を抱える方の雇用の場が拡大している

女 性（うち25～44歳）82.0％（2027年）
高齢者（うち60～69歳）61.0％（2027年）

19.2% 25.1%

70.0%

0%

50%

100%

2018 2019 2030

71.3%
77.7%

82.0%

53.4% 58.3%

61.0%

50%

70%

90%

2012 2017 2027

女性の有業率

高齢者の有業率

＊「有業率」は、総務省統計局「就業構造基本調査」による38



推進プロジェクト

・新たな時代の働き方支援プロジェクト

○ テレワークを活用した在宅勤務やサテライトオフィスでの勤務など時間や場所等にとらわれない柔軟な働き方を実現

○ 副業・兼業、フリーランスなどの新しい働き方を支援し、人材を確保・活用

○ 女性・高齢者・外国人等の多様な人材が自らの希望に応じていきいきと働くことができる環境を整備

（その他のプロジェクト）

・生涯を通じたキャリア・アップデートプロジェクト

・「意欲ある人が輝く社会」構築プロジェクト（就職氷河期世代等の就労支援）

幅広い層への社会人教育の展開

働く意欲のある誰もが活躍

テレワーク導入率70％ 女性の有業率82.0％ 高齢者の有業率61.0％

コンサルティングをはじめとした総合的な支援

テレワークの推進

整備・運営の支援

多摩地域におけるサテライトオフィスの設置促進

 ワーケーションなど多様な活用モデル創出

 託児サービス等を備えたモデル展開

 都が借り上げた施設を
サテライトオフィスとして提供

柔軟な働き方の実現

都の施設等
を活用

 都事業所等にスペース展開
 最先端技術を活用した

サテライトオフィス等整備

・東京発ソーシャルファーム支援プロジェクト ソーシャルファームが社会の中で浸透し、就労に困難を抱える方の雇用の場が拡大

指針の策定（2020年策定予定）

 都のソーシャルファーム認証基準
 認証したソーシャルファームへの支援策等

支援拠点の設置

 専門支援員の相談対応
 個別のコンサルティング支援
 創設に向けたセミナー

モデル事業

 支援対象となる
ソーシャルファームを認証

創設から一定期間のサポート

 立ち上げ経費、運営費の補助
 就労困難者の雇用・定着支援
 販路開拓等の経営面の支援

ソ
ー
シ
ャ
ル
フ
ァ
ー
ム
の
普
及社会的企業家の育成  都内大学と協働して養成プログラムを実施

○ ソーシャル・インクルージョンの考え方に立ち、就労に困難を抱える方が社会の担い手として活躍できるよう、ソーシャル

ファームの創設及び事業活動を支援
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様々な人が共に暮ら
し、多様性に富んだ
東京

戦略６ ダイバーシティ・共生社会戦略

人が交わり、支え合うインクルーシブな交流を生み出す

区市町村と連携し、外国人とともに暮らす地域をつくる

地域をユニバーサルデザインのまちにつくり変える

様々な背景や価値観を持つ人が、違いを認め合いながら、支え合うインクルーシブな交流を創出し、増加する外

国人との相互理解を深めるとともに、誰もが安心、快適に暮らせるユニバーサルデザインのまちを地域に生み出

すことで、一人ひとりの個性を輝かせ、新たな価値を生むイノベーションの原動力となる、多様性に富んだまち

を実現する。

2030年に向けた主な政策目標

人権尊重の理念を浸透させる 外国人との交流を推進 ユニバーサルデザインのまちづくり

・障害者や外国人など誰もが、学校や職場、地域などで、互いの違いを理解しながら交わり、支え合うインクルーシ
ブな社会に向けて、多様な交流を生み出すとともに、ソーシャル・インクルージョンの考え方に立ったサポートを
展開する。

・言語、宗教、生活ルール等が異なる外国人との相互理解を図り、共に暮らせる地域を実現するため、区市町村や町
会・自治会と連携し、地域目線からの多文化共生の取組を展開する。

・障害者、高齢者、外国人など誰もが安心・快適に暮らせるまちを実現するため、ユニバーサルデザインの考え方に
基づいた地域のまちづくりを強力に支援する。

人権が尊重されていると思う人の割合

64％（2019年） 75％（2030年）

64％

75％

2019 2030

外国人と関わった人の割合

51％（2018年） 75％（2030年）

改正バリアフリー法に基づき、対象となる地区を有する
区市町村でマスタープランや基本構想を策定し、
バリアフリー化に向けて取組を促進（2030年度）
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推進プロジェクト

・インクルーシブシティ東京プロジェクト

多様な人が共に支え合う「インクルーシブシティ東京」の実現

（その他のプロジェクト）

・ユニバーサルデザインのまちづくりプロジェクト

・「障害者の働き方」をひろげるプロジェクト

・動物と心豊かな生活を送るためのプロジェクト

面的・一体的なバリアフリー化を重点的に推進

障害者雇用数を40,000人増加

動物の相談・支援体制の整備を促進

○ 誰もが、共に交流し、支え合う共生社会「インクルーシ

ブシティ東京」を実現するため、様々なシーンで多様な

人が共に支え合う環境づくりを推進するとともに、一人

ひとりがお互いを認め合い、尊重し合う社会を実現

・日本人と外国人が仲良く暮らせるまち創出プロジェクト

外国人との交流を推進

○ 日本人と外国人とが共に快適に暮らすまちを実現するため、

推進体制の強化を図るとともに、都、区市町村、町会・

自治会等が連携し、重層的な多文化共生施策を展開

都・区市町村
多文化共生
推進連絡会

情報共有
連携

地域の状況・ニーズに応じた
間口の広い支援制度

支援支援日本人と外国人が
共に快適に暮らせるまちを

実現

東京都

都内全域の外国人共生のための共通基盤を整備
区市町村等の外国人共生の取組を支援

区市町村

外国人の居住の場として、地域の実状に応じた
多文化共生施策を実施

町会・自治会

外国人を地域社会の一員として受け入れ、
コミュニティへの参画を後押し

41

外国人に対する理解を促進



誰もが集い、支え合
う居場所・コミュニ
ティが至る所に存在
する東京

戦略７ 「住まい」と「地域」を大切にする戦略

人や地域に焦点を当てた、新たな住宅戦略を展開する

人が集い、気持ちを分かち合える「居場所」を創出する

新たな交流を生み出し、コミュニティを元気にする

高齢化や世帯の単身化が進む中で、人と人がつながりを保ち、支え合いながら暮らしていくことができる

よう、「住まい」と「地域」を大切にする視点から新たな住宅戦略を構築するとともに、様々な形での「居場

所」の創出や、地域コミュニティの活性化に向けた取組を強力に推進する。

2030年に向けた主な政策目標

居場所の創出 都営住宅等を活用した居場所づくり ボランティア行動者率を向上

・住宅セーフティネットとしての役割を踏まえつつ、都営住宅など公的住宅の建替えを梃子に、まちづくりを動かす
プロジェクトを展開するとともに、人や地域に着目した様々な施策を推進するなど、民間や区市町村を含め、東京
全体を視野に入れた新たな住宅戦略を構築し、強力に展開する。

・まちの至る所に様々な「居場所」を創出し、様々な人が社会とのつながりを保ち、心豊かに暮らせる環境を整える。
・相談支援体制の充実など、悩みや不安を抱える人が社会から孤立しないよう、多面的なサポートを講じる。

・各地域の大学と町会・自治会が連携し、学生が地域課題の解決に参画するなど、新たな交流を生み出すことを通じ
て、地域コミュニティ活動の活性化につなげる。

・企業のＣＳＲ活動やＮＰＯ等と連携して、「居場所」創出や地域活動の活性化を担える様々な人材を発掘・育成
し、交流の輪を広げていく。

ボランティア行動者率を40％以上に向上

※ ボランティア行動者率
とは、「過去1年間に
ボランティア活動に参加
した10歳以上の都民
の割合」を指す。

「みんなの居場所」創出プロジェクトを全区市町村で

展開し、都内全域に居場所を1,000か所創出

「みんなの居場所」
創出プロジェクトにより

居場所を1,000か所創出
（2030年）

都営住宅の集会所等を活用した「おとな食堂
（仮称）」を創設することで、都が率先して居場
所づくりを推進

０か所
（2018年度末時点）

100か所
（2030年度）

２か所
（2016～2019年度）

10か所程度
（2020～2030年度）

都営住宅等における「おとな食堂（仮称）」創設

都営住宅の創出用地における民間活用事業

27.5%
（2018年度）

40%
（2020年度）

40％以上
（2030年度）
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推進プロジェクト

・人や地域に注目した住生活充実プロジェクト

○ 子供・若者、子育て中の方、外国人、高齢者、一人暮

らしの人など様々な人が集い、交わり、悩みを分かち

合える様々な形の「居場所」を、地域の至る所に創出

する取組を区市町村と連携して強力に推進

誰もが豊かな住生活を享受

（その他のプロジェクト）

・都有施設等を活用した「居場所」づくりプロジェクト

・まるごと相談サポートプロジェクト

・地域コミュニティ活性化プロジェクト

・「地域を支える人材」活動支援プロジェクト

都営住宅が地域の「居場所」に

全区市町村に総合的な相談支援体制を整備

地域を支える人材の派遣

ボランティア行動者率を向上

・「みんなの居場所」創出プロジェクト 都内全域に居場所を1,000か所創出

○ 区市町村や民間等と

連携し、東京の都市

の総合力を駆使した

住宅戦略を展開する

ことで、安心して暮

らし続けられる住環

境を形成

＜住宅戦略の概要＞

【①】
公的住宅の建替えを梃子に
まちを動かすプロジェクト

【②】
公的住宅が機能し、地域の
拠点や交流の場となるプロ
ジェクト

モデル事業（おとな食堂

（仮称）、シェア居住、

買物弱者支援、宅配ボッ

クス設置等）の実施など

【③】
空き家を東京の地域資源
として活用するプロジェ
クト

【④】
都市型課題である老朽マ
ンション対策を進めるプ
ロジェクト

【⑤】
都市の災害への脆弱性を
住宅から改善していくプ
ロジェクト

【⑥】
区市町村と民間を支援し
良質な住まいを誘導して
いくプロジェクト

東
京
の
都
市
の
総
合
力
を
駆
使
し
た

「
住
宅
戦
略
」
と
し
て
展
開連携強化

東京都 区市町村・民間等

区市町村や民間等のプロジェクトを動かす
可能な施策を
直ちに展開

公的住宅の
プロジェクトが起爆剤
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災害の脅威から都民
を守る強靭で美しい
東京

戦略8 安全・安心なまちづくり戦略

台風・豪雨へのハード・ソフトの備えを更に高める

無電柱化を推進し、災害に強く早期復旧できる強靭な都市にする

首都直下地震等に備えた、燃えない・倒れないまちづくりを更に進める

いつ発生してもおかしくない首都直下地震や、日常化する台風・豪雨災害など様々な災害に対して、ＩＣＴやＡ

Ｉ等を活用しながら、ハード・ソフト両面からの備えを更に加速し、都民の命を守る。

2030年に向けた主な政策目標

・激甚化する豪雨災害を踏まえ、河川の護岸や調節池・下水道の貯留施設などの整備を更に推進するとともに、マ
イ・タイムラインの普及や、発災時の効果的な情報発信等による実効性の高い避難体制の構築を図る。

・都道での無電柱化の重点整備エリアを環状七号線内側まで拡大するとともに、区市町村道を含めた面的な展開や島
しょ部での取組推進など、無電柱化を新たなステージに高める。

・防災拠点の機能強化や先端技術の活用などを進め、東京全体の災害対応力を強化する。

・発災時の緊急輸送ルートの確保や木造住宅密集地域の解消等に向け、従来の施策効果を更に高める工夫を施し、重
点的・重層的に不燃化・耐震化を推進する。

「自らの命は自ら守る」意識が浸透した地域社会をつくる

・都民一人ひとりの備えや、地域や民間事業者との連携した取組など、災害時の自助そして共助が有効に機能するよ
う、多面的な取組を推進する。

調節池等の更なる整備を推進

近年多発する局所的な集中豪雨への対策として、中
小河川における調節池や護岸整備を推進

約360万m3

（2025年度）

256万m3

（2018年度）

2025年度までに、整備中の調節池が新規稼動

約150万m3

（2030年度）

2030年度までに、新たな調節池を事業化

都内全域の調節池貯留量（累計）

＋約110万m3

都道や区市町村道などで無電柱化を推進

都道や区市町村道などで無電柱化を推進し、防災機能
の強化、安全で快適な歩行空間の確保、良好な都市景
観の創出を実現

センター・コア・エリア*内

の都道無電柱化

97%（2018年度）

特定緊急輸送道路沿道建築物の耐震化を推進

震災時の救助・救援活動や物資輸送などの大動脈となる
特定緊急輸送道路
⇒通行機能確保の状況を客観的に示す指標（区間到
達率＊・総合到達率＊）を新たに設定

特定緊急輸
送道路沿道
建築物の耐
震化率

85.7％
（2019年6月末）

総合到達率99%、かつ、
区間到達率95%未満の解消
（2025年度）
（必要な通行機能をおおむね確保）

総合到達率100%（2035年度）
（必要な通行機能を確保）

環状七号線内側エリアの
都道無電柱化

⇒整備対象箇所全線で
事業着手（2027年度）

＊区間到達率：都県境入口からある区間に到達できる確率
＊総合到達率：区間到達率の平均値

*センター・コア・エリア：おおむね首都高速中央環状線の内側のエリア

44



犯罪、事故、火災へ
の対処、病気への
備えなど、暮らしの
安心が守られた東京

先端技術を駆使して、暮らしの安全を守る

まち・いのちを守るため、組織の力と地域の力をともに高める

誰もが質の高い医療を受けられる環境を整える

都民が安心して生活できる安全・安心なまちであり続けるために、警察・消防力の強化や地域の取組の活性化、
高齢社会に対応した医療体制の構築などを進める。

2030年に向けた主な政策目標

・ＩＣＴ等の先端技術を活用したシステム導入により犯罪の未然防止や早期解決を図るとともに、自動運転を見据え
た信号制御等の交通環境整備やＡＩ等を活用した高齢ドライバーの安全確保対策を進める。

・あらゆる事態を想定し、迅速・的確な対応が図られるよう、警察・消防部隊の訓練・実働環境を整備し、万全の危
機管理体制を構築する。

・より多くの人が地域の安全安心の活動に参画しやすい仕組みを整え、将来にわたって地域全体でまちを守る社会を
実現していく。

・一人でも多くの命を助けるため、適切な救急医療サービスの提供と積極的な応急手当の実施を促進する。

・「超超高齢社会」において、生涯にわたり安心して質の高い医療を受けられる環境を整備する。
・行政的医療の安定的な提供と地域医療の充実に向け、東京の医療を支える都立・公社病院の地方独立行政法人化を
図るなど、改革を強力に推進する。

５Ｇによる交通管制を導入

５Ｇネットワークを活用し、交通状況に応じた安
全・円滑な交通管制を実現

導入検討中 導入（2025年）

防犯ボランティアを拡大

防犯ボランティア登録団体数の増加を推進し、地域
防犯力の強化を図る

通報を受けてから救急隊が現場に到着するまでの時間
をより迅速に

救急隊の現場到着時間を短縮
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推進プロジェクト

・水害から命と暮らしを守るハード整備等の推進

・国等と連携した、広域的な対策の展開

河川護岸や調節池・下水道貯留施設などの整備を推進し、
台風や豪雨に強い都市を実現

（その他のプロジェクト）

・防災行動実践プロジェクト

・燃え広がらないまちづくり推進プロジェクト

・耐震化徹底プロジェクト

災害による被害の最小化

燃え広がりゼロの取組を推進

大地震時にも都市インフラが機能

ＩＣＴやＡＩ等も活用し、ハード・ソフトの重層的な取組を推進

区分 調節池容量

整備済 12河川28箇所
約256万㎥

既に工事に着手
している

5河川7箇所
約110万㎥

新たに事業化を
図る 約150万㎥

合計
（事業中含む） 約510万㎥

整備を
加速

新たな調節池を順次事業化

国等と連携した取組を推進

○激甚化する豪雨や大水害の脅威に耐えうる備えを、国と連携した協議体を立ち上げる

など、関係者と緊密に連携しながら、ハード・ソフト対策を推進

豪雨対策アクションプラン（仮称）を策定

○今般の台風被害等を踏まえ、豪雨対策の

５か年の取組内容を明らかにし、取組を

加速・強化
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推進プロジェクト

・首都直下地震等、災害応急対策プロジェクト

災害応急体制の充実強化

（その他のプロジェクト）

・先端技術活用による、まちの安全向上プロジェクト

・交通事故から都民を守るプロジェクト

・火災や災害から命を守る体制強化プロジェクト

・自らのまちを自らで守る地域活動活性化プロジェクト

・命をつなぐ救急救命プロジェクト

・超高齢社会にも対応し得る質の高い医療提供プロジェクト

・都立・公社病院改革プロジェクト

先端技術を活用した警察・防犯体制を構築

ＩＣＴやＡＩ等を活用し世界一安全・円滑な交通環境を実現

いかなる火災や災害にも迅速・的確に対応できる体制の構築

地域全体で東京の安全安心を守る

一人でも多くの命を助ける

地域医療構想の実現

持続可能な病院運営の実現

あらゆる施策を展開し、首都直下地震等からの

死者・負傷者・避難者・建物被害を最小化する

無電柱化をまちに広げる

○都道等はもとより、区市町村道や民間開発における

無電柱化を進め、面的に展開

○取組を加速するため、長期戦略に合わせ新たに

「無電柱化加速化戦略（仮称）」を策定

再開発など

災害拠点
病院

区市町村
庁舎

第一次緊急輸送道路

臨港道路など

災害時や災害復旧の拠点
となる施設等を結ぶ道路

・区市町村への財政的、
技術的な支援を拡充
・区市町村道の電柱新設
の禁止を促進

緊急物資等の確実
な輸送を確保

コンテナ船など

駅

無電柱化に
取り組む範囲

公園

防災に寄与する道路
（区市町村道）

主要駅周辺道路
（区市町村道）

開発に合わせた
無電柱化

・無電柱化推進プロジェクト

まちから電柱が消えていく
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最高の交通ネット
ワークが構築された
便利で快適な東京

戦略９ 都市の機能をさらに高める戦略

大都市を支える幹線道路ネットワークを築き上げる

安全で快適な道路空間をつくり出す

公共交通のネットワークの更なる充実を進める

東京の活動を支える幹線道路や公共交通ネットワーク、空港・港湾・物流機能の更なる強化とともに、
安全な道路空間確保など、人の視点からの取組を進める。

2030年に向けた主な政策目標

・高速道路、骨格幹線道路などの大動脈の完成に向けた道路整備や、既存道路ネットワークの改良、連続立体交差事
業による踏切除却など、大都市東京の活動を支える道路網構築を推進する。

・生活に密着した道路での安全で快適な移動の実現に向け、交差点の改良による渋滞解消や自転車通行空間の整備、
道路の面的なバリアフリー化を進める。

・国際競争力強化、多摩地域の活力・魅力向上、快適通勤の実現などに資する鉄道ネットワークの整備・充実等を推
進するとともに、バスやタクシー、デマンド交通などを組み合わせ、駅等を中心に誰もが移動しやすい交通環境の
充実を図る。

空港・港湾・物流機能を強化し、世界と競う

・国内外の往来の要となる羽田空港と東京港の機能強化、ビジネスジェットの受入れ、物流の効率化により、人やモ
ノの流れをスムーズにする。

骨格幹線道路の整備を推進

骨格幹線道路である、区部放射・環状、多摩南北・東
西道路の完成に向け、整備を推進

区部放射：71％ 76％

主要な骨格幹線道路の整備率

区部環状：74％ 83％

（2018年度末時点）

多摩南北：76％ 92％

多摩東西：69％ 79％

（2030年度）

交通渋滞を解消

都市計画道路の整備による道路ネットワー
クの形成等により、平均旅行速度
10km/h以下の渋滞延長を削減

平均旅行速度10km/h以下の
渋滞延長

約３割削減
（2030年度）

鉄道利用者の安全・円滑な移動を支援

ホームドア整備や案内サイン統一化などにより、鉄道を安全に利用
できる環境、わかりやすい駅空間を実現

ホームドアの整備（JR・私鉄駅）
約26%

（2018年度末時点）
（2030年度）約６割

ホームドアの整備（地下鉄駅）
約74%

（2018年度末時点）
（2025年度）100%※

案内サイン統一化に向けた取組
主要ターミナル９駅

（2018年度末時点）
（2030年度）37駅

※東京地下鉄㈱及び東京都交通局管理駅に限る
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高度な都市機能を維
持・更新し、
人が集い、憩う東京

人の目線に立って、人が集い、憩うまちづくりを進める

地域の個性やポテンシャルを伸ばし、魅力と活力溢れる拠点をつくる

都内各地で市街地の更新を通じて、オープンスペースの緑や水辺の充実など、人が集まり、憩える空間の創出を進
めるとともに、質の高い多様な都市機能の集積を促進し、最先端技術の実装等、都市のアップデートを進め、最新
の都市に進化させる。都市インフラの長寿命化や更新を計画的に進めることにより、世界に誇れる魅力的な都市を
つくり上げる。

2030年に向けた主な政策目標

・道路や駅周辺を、車中心から人を中心とした空間に転換することで、ゆとりや賑わいを生み出し、人が歩いて楽し
い、歩きたくなる（ウォーカブルな）まちづくりを進める。

・世界や日本をリードする国際金融等の高度なビジネス機能を集積させることと合わせ、芸術・文化をはじめとした
地域の個性やポテンシャルを生かす多様な機能を取り込み、先端技術を導入しながら、世界から人が集まり、交流
する、魅力と活力溢れる拠点を形成していく。

・各地域の特性を生かし、利便性と持続性が両立した市街地形成や、先端技術を活用した地域の活力を生み出すまち
づくりを進める。

拠点ターミナル駅周辺を再編

新宿駅直近地区
土地区画整理事業

（2035年度）概成

国道15号・品川駅
西口広場事業

（2027年度）

国道上空デッキ
北側部分の完成

拠点ターミナル駅（新宿駅・品川駅）周辺において、
歩きやすく質の高い都市基盤整備を推進

（東西デッキ、東西駅前
広場一部完成）

※新宿駅の鉄道上空の新たな往来を確保

公園等の機能を強化

公園のバリアフリー化や施設更新、民間ノウハウを活用
した魅力ある公園づくりなど、公園、動・植物園、霊園
の機能強化の取組を推進

誰もが利用しやすい公園等の整備
10公園で完了（2030年度）

都有地等を活用したまちづくりを推進

多摩地域の課題解決や未来のまちづくりのために、南
大沢駅周辺において都有地等を活用して先端技術
等を取り入れたまちづくりを推進

南大沢駅周辺地区のまちづくり

まちづくり方針策定（2020年度）

事業者を公募（2023年度）

公募により決定した事業者と契約（2025年度）

民間活力を導入し都立公園の賑わい創出

「多面的な活用」を
進めた公園

１公園（2020年度）

「多面的な活用」を
進めた公園

10公園（2030年度）

高度な都市機能を支えるインフラを健全に維持していく

・老朽化が進む都市インフラについて、予防保全型の計画的なメンテナンスを行うとともに、都市再生と併せた計画
的な更新により、機能を向上させることなどを通じて、高度な都市機能を支えていく。
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推進プロジェクト

・人中心の歩きやすい
まちづくりプロジェクト

賑わいに溢れ歩きたくなる
まちの実現

（その他のプロジェクト）
・誰もが使いやすくスムーズな道路網形成プロジェクト

・身近で快適な道路空間形成プロジェクト

・都市間競争に打ち勝つ空の港・海の港プロジェクト

・モノの流れ最適化プロジェクト

・国際競争力を備えた魅力的な拠点の形成

・地域特性に応じたスマートなまちづくりの展開

ストレスなく快適な道路交通の実現

安全で安心な道路空間の実現

需要に対応した空港・港湾機能の充実

最適な流通ネットワークの構築

魅力と活力溢れる拠点の形成

地域特性に応じたコンパクトなまちが都内各地で形成

（出典）国土交通省
「国道１５号・品川駅西
口駅前広場事業計画」

＜品川駅高輪口の
国道15号上空の
将来の賑わい空間
のイメージ＞

○高速道路ネットワークの完成に向け、現在未整備となっ

ている区間の事業化などを推進

・移動の速達性を高める
ミッシングリンク解消プロジェクト

三環状道路完成に
向け事業推進

＜三環状道路の整備を推進＞

外環道（東名以南）
約20ｋｍ

外環道
（関越道～

東名高速）
約16ｋｍ

事業中区間の
完成により、
整備率約９割

開通済み区間

事業中区間

調査中区間

○道路空間や駅周辺のリメイクにあたり、「車から人へ」力点

を移し、人がまち歩きをしやすく回遊性を高める取組を推進

○道路や公園等の公共的な空間を活用した賑わい創出に向け、

地域のエリアマネジメント団体や区市と連携した取組を推進

（資料）国土交通省関東地方整備局「３環状の開通状況」を基に作成

＜丸の内ストリートパークの実施状況＞
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推進プロジェクト

・公共交通ネットワークの更なる充実 鉄道ネットワークの協議調整を加速し、順次事業化

＜国の交通政策審議会答申において位置づけられた路線＞

答申において「検討などを進めるべき」とされた路線 答申に新たに位置付けられた路線等

中央線の複々線化

国など関係者と連携し、仕組みづくりを進める

多摩都市モノレールの延伸（町田方面）

関係者と事業化について協議・調整を進める

東京12号線の延伸（大江戸線）

関係者と事業化について協議・調整を進める

多摩都市モノレールの延伸（箱根ヶ崎方面）

事業化に向けた調査に着手

新空港線の新設（蒲蒲線）

事業化に向けた関係者の取組を加速

東京８号線の延伸（有楽町線）

事業化に向けた協議・調整を加速

都心部・臨海地域地下鉄構想

事業計画の検討を進め、構想を具体化

都心部・品川地下鉄構想

事業計画の検討を進め、構想を具体化

羽田空港アクセス線の新設

関係者との協議・調整を加速

○羽田空港アクセス線新設、新空港線新設、東京８号線延伸、東京12号線延伸、多摩都市モノレール延伸、都心部・臨海地域地下

鉄構想、都心部・品川地下鉄構想、中央線の複々線化など各路線について、鉄道事業者をはじめとする関係者との協議・調整を

加速し、調整が整った路線から順次事業に着手

・首都東京を支えるインフラの維持・更新の高度化
経済活動を支える都市インフラが24時間

機能し続けている

＜インフラ管理におけるドローンの活用＞

＜首都高日本橋区間地下化の対象区間＞

（出典）国土交通省「第３回首都高日本
橋地下化検討会資料」より作成

○まちづくりと連動した都市インフラの更新を促進 ○都市活動を途絶えさせぬよう、計画的な予防保全型のインフラ

管理や点検結果を踏まえた長寿命化などを推進

（田町ルートは、JR東日本が環境影響評価手続を実施）
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デジタルの力で
東京のポテンシャル
を引き出し、都民が
質の高い生活を送る
「スマート東京」

（東京版Society 5.0）

戦略10 スマート東京・ TOKYO Data Highway戦略

「電波の道」で、いつでも、誰でも、どこでも「つながる東京」を実現する

データ共有と活用の仕組みをつくり、行政サービスの質を向上させる

都庁のデジタルトランスフォーメーションを強力に進める

2030年に向けた主な政策目標

TOKYO Data Highway を実現 分野横断的なサービスの都市実装を推進 都庁のデジタルシフトを推進

・21世紀の基幹的公共インフラである「電波の道」（「TOKYO Data Highway」）を民間と都の最強タッグで構築
し、いつでも、誰でも、どこでも「つながる東京」を実現する。

・ビッグデータを社会の基盤として、ＡＩとＩoＴで人とモノがつながり、誰もが快適で質の高い生活を送ることがで
きる「スマート東京」の実現に向け、様々なデータを集約するプラットフォームの構築と、データを活用した分野
横断的なサービスの社会実装を強力に推進する。

・都庁をデジタルガバメントへと変貌させ、国や区市町村、民間企業等とのデジタル連携により、都民サービスの飛
躍的な向上、都庁の機能強化、生産性・効率性の高い都職員の働き方を実現する。

いつでも、誰でも、どこでも「つながる東京」の実現

（2030年）

先行実施エリアでの展開・モデル確立（2022年）

都内全域で幅広い領域のサービスを展開（2030年）

データを活用した早期社会実装プロジェクトを展開

事業運営組織設立、業務本格稼働 （2020年以降）

官民連携データプラットフォームを構築

【キャッシュレス決済比率】50％ （2025年）
【自動運転】

無人自動運転移動サービス実現 （2030年）
【交通（MaaS）】

異分野・都市のリアルタイムデータとの連携（2030年）
最先端モビリティ（無人自動運転車、空飛ぶクルマ等）の活用

（2030年）

【行政手続のデジタル化（オンライン申請等）】

100％申請可能（2030年）

【キャッシュレス納税比率】

38％（2018年） 70％（2030年）

第４次産業革命の新技術で東京を更にレベルアップした都市にするため、いつでも、誰でも、どこでも「つながる
東京」の実現、データ共有と活用の仕組みづくり、行政のデジタル化を強力に推進する。東京版Society 5.0である
「スマート東京」を実現することにより、都民のＱOＬを向上させるとともに、世界のモデル都市となることを目
指す。

38%

70%

20%

40%

60%

80%

2018 2030
52



推進プロジェクト

・TOKYO Data Highwayの実現

○ 21世紀の基幹的公共インフラである「電波の道（ＴＤＨ）」を民間と都の最強タッグで構築し、「つながる東京」を実現

いつでも、誰でも、どこでも「つながる東京」の実現

（その他のプロジェクト）

・データを活用した早期社会実装実現プロジェクト

・デジタルツイン実現プロジェクト

・都庁デジタルガバメントプロジェクト

都内全域で幅広い領域のサービスを展開

官民連携データプラットフォームの構築（2020年以降）

サイバー空間とフィジカル空間の融合によるデジタルツインの実現

行政手続のデジタル化（オンライン申請等） 100％申請可能

キャッシュレス納税比率 70％

先行実施エリアでの展開・モデル確立（2022年）

○ ５Ｇと先端技術を活用した分野横断的なサービスの都市実装を、特定エリア、都内全域、全国へとホップ、ステップ、ジャン

プで展開し、長期的には、６Ｇ、７Ｇ等の未来の通信規格で東京が世界をリード

「スマート東京」先行実施エリア（５Gと先端技術を活用した分野横断的なサービスの都市実装）

…

全国へ展開（共存共栄）

順
次
様
々
な
エ
リ
ア
で
展
開【施策展開のイメージ】

東京都全域で展開特定エリアで先行的に実施ホップ ステップ ジャンプ

TOKYO Data Highwayを活用した先端技術で都民のＱＯＬをアップデート

■ 教育
・全都立学校・全教室に高速無線ＬＡＮを整備
・先端技術の実証研究（ＡＲ/ＶＲ、遠隔教育等）

■ 災害対策
・河川状況、雨量等の情報ワンストップ化
・ドローンを活用した被災状況の把握
・道路冠水・落石等をＡＩで自動検知

ダイバーシティ スマート シティセーフ シティ

■ 交通安全
・ＡＩドライブレコーダー等による高齢ドライバー対策

■ 産業
・中小企業におけるスマート工場の導入
・スマート農林水産業の推進

■ 医療
・島しょ地域における遠隔診療等の検討
・最先端技術を活用した救急活動

■ 働き方
・最先端技術を活用したサテライトオフィス等の整備

■ まちづくり
・都市の３Dデジタルマップ化

■ 環境

・ＩＣＴ等を活用した暑さ対策の検討や大気環境測定等の推進

ベイエリア都心部西新宿※ 南大沢（東京都立大学）※ 島しょ地域

【取組例】

 ローカル５G環境の整備

 ５Gを活用した研究・実証

実験

 大学発ベンチャーの活性化

出典：Link NYC
（ニューヨーク市のスマートポール）

 スマートポールの設置

 公開空地等を活用したxR

ライブ、プロジェクション

マッピング

 スタートアップの集積

 人流データを活用した避難・

帰宅困難者支援

 オンデマンドモビリティを

活用したMaaS

 空間的広がりを活かしたデ
ジタルテクノロジーの実装

 人流データを活用したマー
ケティング、xRを活用した
コンテンツ・ツーリズム

 試験研究機関等と連携した
スタートアップの集積

 ドローン等を活用した災害対応

 遠隔診療

 地理的制約等を超えた教育

 スマート農業、水産業

【想定されるエリア・サービス】 ※西新宿、南大沢はＴＤＨ重点整備エリア。その他については具体的なエリアやプロジェクトを検討し、順次実施。
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次々と新しい産業が
生まれる、
世界一のスタート
アップ都市・東京

戦略11 スタートアップ都市・東京戦略

スタートアップが生まれるフィールドを東京中につくる

行政課題の解決に、スタートアップの力を活かす

スタートアップの成長に応じた支援を徹底する

2030年に向けた主な政策目標

都内開業率を向上 スタートアップ・エコシステムランキング スタートアップの力で行政課題を解決

・区部や多摩の様々な資源を活用することで、大企業、スタートアップ、大学などのプレイヤーや、集積した資金、
情報等の有機的な連携により、東京中で連続的にイノベーションが生み出される、世界有数のエコシステムを形成
していく。

・東京が抱える様々な行政課題の解決にスタートアップが参画する仕組みを構築し、課題のスピーディーな解決と
スタートアップの成長実現を両立する新たなモデルを東京から発信する。

・若者の起業マインドの醸成から、学生・女性・外国人など様々な主体の起業支援、世界に羽ばたくユニコーン企業
の創出に向けた支援、再チャレンジ支援など、スタートアップの成長段階に応じた多面的な支援を展開する。

5.0％（2018年度） 12％（2030年度） ５位以内（2030年）
Global Startup Ecosystem Ranking

（米国Startup Genome社）
（位）

6.2% 6.3% 6.6% 6.6%

5.6% 6% 5.9% 5%

0%

5%

10%

15%

15 16 17 18 2030

設立登記ベース 雇用保険適用事業所ベース

12％
1

3

5

7

9

2018 2030 2040

ランキング外
（調査対象外）

５位以内 １位
（2040年）

累計100件（2020～2030年度）

 東京が抱える様々な行政課題を解決する
ため、スタートアップの斬新なアイデアやサー
ビス、製品を積極的に活用

○プロジェクト組成件数

スタートアップが、時代の最先端のニーズを捉え、次々と新しい製品やサービスを生み出し、人々の生活や企業
活動を大きく変えている。イノベーション・エコシステムの形成やスタートアップの力で社会的課題を解決する
新たなモデルを創出し、東京の持続的な成長を生み出し、世界に誇るスタートアップ都市へと進化させる。
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推進プロジェクト

・スタートアップによる行政課題解決プロジェクト

○ 東京が抱える様々な行政課題をスピーディーに解決するため、スタートアップの斬新なアイデアやサービス、製品を積極的に

活用するフィールドを構築

プロジェクト組成件数 累計100件

（その他のプロジェクト）

・イノベーション・エコシステム形成プロジェクト

・スタートアップ創出プロジェクト

・東京発ネクストユニコーン創出プロジェクト

スタートアップ・エコシステムの世界ランキング５位以内

都内開業率12％、都立大発ベンチャー企業数累計40社

東京からユニコーン企業が次々と輩出

「東京都×スタートアップ」の新しい
官民連携のモデルが確立

スタートアップのアイデ
ア、サービスの活用によ
り、行政課題の迅速な解決
を実現

東京での成功例を国内他自
治体や海外にも展開するこ
とで、グローバルな課題を
解決し、世界を席巻する企
業へ成長

スタートアップのビジネス
チャンスが広がり、都内の
スタートアップが活性化行政課題解決への参画

スタートアップの活性化

スタートアップの成長

アイデア・サービス提供

スタートアップ・社会的企業家の発掘
スタートアップ・社会的企業家

・バリアフリー
・空き家活用
・老朽インフラ対策 等

まちづくり
・生産性向上
・中小企業振興
・商店街・地域産業振興
・農林水産業
・観光振興 等

産業

・子育て支援
・保育サービス
・健康づくり
・高齢者の介護・見守り 等

子育て・高齢者
・テレワーク
・多様な働き方
・リカレント教育
・就労支援 等

働き方

教育

・首都直下地震対策
・台風、豪雨対策
・無電柱化
・帰宅困難者対策
・自助・共助
・避難行動の迅速化 等

防災
・CO2抑制
・大気汚染対策
・プラスチックごみ対策
・省エネルギー
・再生エネルギー 等

環境
投資家との
マッチング

都政課題をテーマ
とした実証実験

ピッチイベント
（毎月開催）

優れたスタートアップや

社会的企業家の掘り起こし

幅広いテーマを東京全域で展開特定テーマ・特定エリアで先行的に実施

・グローバル教育
・STEAM教育
・ＩＣＴ環境の整備
・学校施設の機能向上 等

東京が抱える

様々な行政課題

これまで解決困難だった課題や新たな課題に対する
アイデア・サービスを提供
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世界中からヒト・モ
ノ・カネ・情報が集
まり、高い生産性を
実現した、世界経済
を牽引する東京

戦略12 稼ぐ東京・イノベーション戦略

世界の企業・人材を引き寄せる、魅力的なビジネス拠点をつくる

最先端技術の活用と多様な連携により、東京の産業力を高める

多摩を世界有数のイノベーションエリアへ進化させる

社会の安定や国際的信用をベースに、世界中からヒト・モノ・カネ・情報が集まり、東京を世界で最もビジネス
しやすい都市へと進化させるための環境を整える。先端技術の活用や、東京の経済を支える多様な主体の有機的
な連携により、都内産業の生産性と付加価値を高め、新たなビジネスやイノベーションを創出する。

2030年に向けた主な政策目標

世界の都市力ランキング(経済分野)１位 国際金融センターランキング(ＧＦＣＩ) アジア１位 都内の黒字企業の割合を向上

アジアナンバーワンの国際金融都市（2030年）
（Z/Yen Group国際金融センター指数（ＧＦＣＩ）

ランキングにおけるアジア内の順位）
※年2回（3月・9月）発表

・世界中の企業や高度人材とのコラボレーションにより、イノベーションの創出を促進するとともに、企業の円滑な
資金調達や社会的課題解決に資する金融サービスを生み出すアジアの金融ハブとしての地位を確立する。

・ＡＩ、ＩｏＴ、ロボット等の最先端技術の活用や、大企業、中小企業、大学などの有機的な連携によるイノベー
ションの創出、高い技術の承継・発展などにより、東京の産業力を高めていく。

・多摩地域の研究拠点や産業拠点と、近隣首都圏の様々な資源、国内外の先端産業等を融合させることで、多摩を世
界有数のイノベーションエリアとして発展させる。

１位（2030年）
（一般財団法人森記念財団都市戦略研究所

世界の都市総合力ランキングにおける経済分野の順位）

50％超（2030年度）32％（2016年度）

32%

50%超

20%

30%

40%

50%

60%

2016 2030

4位

3位

4位

1位
1

2

3

4

5

2017 2018 2019 2030

都内の黒字企業の割合

（位） （位）

3位 3位 3位

4位 4位 4位

1
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3

4

5
2017.3月 9月 2018.3月 9月 2019.3月 9月 2030

１位
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あらゆる産業のコンテンツを、ブランドとして磨き上げる

農林水産業の稼ぐ力を高め、魅力的な産業に成長させる

都立大学を世界の課題解決に貢献する最高峰の大学に進化させる

2030年に向けた主な政策目標

都内の全ての自治体で経済成長率がプラス 都立大学の研究力を向上

・伝統工芸、ファッション・コンテンツ、東京産食材など、東京が持つ様々な産業のポテンシャルをブランドとして
磨き上げ、世界へ発信することにより、国内外の人々を惹き付け、産業としての価値を高めていく。

・最先端技術の活用による生産性の向上や品種改良による高付加価値化、販路拡大などにより、東京の農林水産業の
稼ぐ力を高め、競争力のある魅力的な産業へと成長させていく。

・イノベーションの創出に資する多様な研究や、ノーベル賞クラスの研究を推進する拠点の形成、Society 5.0を牽引
する高度人材の育成などを通じて、都立大学を世界中から注目される世界最高峰の大学へと進化させる。

100％ （2030年）53％（2016年） 世界的な研究拠点の形成

42％

（2014～2018年平均）

50％
（2026～2030年平均）

都立大学における国際共著論文割合

３拠点（2030年）

53%

100%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

2016 2030

付加価値額の伸び率がプラスである都内区市町村の割合

42%

50%

30%

40%

50%

2014～2018 2026～2030

農家１戸あたり産出額を増加

800万円（2030年度）559万円（2017年度）

（万円）

559万円

800万円

400

500

600

700
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57



推進プロジェクト

・「国際金融都市・東京」

実現プロジェクト

○ アジアの金融ハブとしての「国際金融都市・東京」を実現

国際金融センターランキング
(ＧＦＣＩ)アジア１位

・資産運用会社とフィンテック企業を

中心に金融系外国企業を誘致

・東京版ESGファンド及びソーシャル・

エンジェル・ファンド（仮称）を推進

・あらゆるプレーヤーに国内外の運用資

金から安定的に資金供給

・都立大学においてファイナンスプログ

ラム等を展開

・次世代につなぐ中小企業・

地域産業活性化プロジェクト

都内の黒字企業の割合 50％超

○ 新たな事業展開につながる多様な承継をサポートする「東京都版事業承継フィールド」を創設

都内の全ての自治体で経済成長率がプラス

業績が成長している都内中小企業の割合 55％以上

○ 自然災害、セキュリティ、知的財産の保護など、中小企業を取り巻く様々なリスクをきめ細かくサポート

○ 中小企業の事業発展や経営安定化に向け、円滑な資金調達を支援

○ 中小企業の海外展開に向けた計画策定・販路開拓・展示会出展・人材育成等を総合的に支援

○ 地域の商業活動とコミュニティの核である商店街や地域産業の活性化

第三者承継親族内承継

複数の事業承継

ファンドを育成

「東京都版事業承継フィールド」

ファンド

ファンド

ファンド

・・・

アトツギ支援強化
事業承継型M&A

 地域金融機関と連携した、計画策定から

資金供給までの一気通貫した支援

 発展的事業承継を促す育成プログラム

（研究会、交流会、ピッチ会） など

 後継者不在企業に対するM&A仲介

 大企業ＯＢや起業家などの活用支援

 譲受側企業に対するM&A支援

など

・高度人材・外国企業

戦略的誘致プロジェクト

海外高度人材数（「経営・管理」「高度専門職」）

50,000人
外国企業誘致数（累計）2,400社

○ 世界中の高度人材を東京に呼び込む戦略的アプローチを展開
○ 外国人起業家や将来有望な外国企業の誘致を促進

海外高度人材、外国企業、
外国人起業家等が東京に集まる

人
材
誘
致

 海外における人材誘致プロモー
ション

 「外国人材受入支援センター
（仮称）」創設

 外国人の起業に係る資金調達・

経営サポート

 海外現地での有望企業の発掘

 都内企業とのマッチング

国と連携し、海外高度人材及び外国企業を呼び込むための規制緩和を更に推進

人材・企業
同士のコラ
ボレーショ
ンにより、
新たなイノ
ベーション
を創出

企
業
誘
致

海外高度人材

外国企業
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持続可能な水産業を確立

推進プロジェクト

（その他のプロジェクト）

・世界を勝ち抜く国際的ビジネス拠点の形成

・最先端技術を活用したスマート産業化プロジェクト

・オープンイノベーション創出プロジェクト

・多摩イノベーションパーク（仮称）構想

・東京産業のブランド力向上プロジェクト

世界一のビジネス都市に進化

都内の黒字企業の割合 50％超

業績が成長している都内中小企業の割合 55％以上

都内の全ての自治体で経済成長率がプラス

東京産業のブランドが世界中で認知

・東京スマート農林水産業プロジェクト 農家１戸あたり産出額 800万円 多摩産材の出荷量 36,000㎥ 漁業生産額 42億円

○最先端技術の活用による生産性の向上により、東京の農林水産業の稼ぐ力を向上

○都立大学を、高度な人材を育成・輩出し、世界的な課題を解

決するための新しい知を生み出す大学へと進化させる

・新生・東京都立大学
プロジェクト

世界的な研究拠点形成
３拠点

国際共著論文
50％

東京発アグリイノベーション

東京フューチャーアグリシステム

民間企業

生産者

東京型スマート農業
推進プラットフォーム

ノーベル賞クラスの研究 スタートアップ等の支援

先端技術の専門人材育成

東京型多摩産材ＳＣＭシステム

森林所有者
伐採業者

資源情報取得

資源管理システム

製材所
合板工場

建築会社
設計事務所

消費者

 伐採から利用まで情報を一元化
 需要と供給をWeb上でマッチング
 流通を効率化

出材予定
調達予定

供給情報
意見交換

木材利用の発注
木材利用の提案

東京版スマート水産業

資源管理 市場・加工・流通

需要・消費

生産

データ化による
流通改革

研究機関
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・次世代に引き継ぐ
東京の未来の森プロジェクト

多摩産材・国産木材の
利用拡大

○森づくりへの気運を醸成し、適切な森林整備や全国と共同した

木材利用の促進、多摩産材の高付加価値化等を推進

東京型多摩産材
ＳＣＭシステム

担い手の育成

多摩産材のブランド化

木材利用の拡大

東京林業の産業力を強化し、
持続可能な森林サイクルを実現花粉の少ない森づくり

ＩＣＴを活用した
漁獲量把握

研究者・留学生の受入れ

森 林 整 備

http://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&source=images&cd=&cad=rja&uact=8&ved=2ahUKEwjw_v6Q3NTlAhXRZt4KHaeOCHAQjRx6BAgBEAQ&url=/url?sa%3Di%26rct%3Dj%26q%3D%26esrc%3Ds%26source%3Dimages%26cd%3D%26ved%3D%26url%3Dhttps://www.irasutoya.com/2012/12/blog-post_3482.html%26psig%3DAOvVaw09quw_k4qh5d3AtF5i6iVe%26ust%3D1573097496193159&psig=AOvVaw09quw_k4qh5d3AtF5i6iVe&ust=1573097496193159


水と緑を一層豊かに
し、ゆとりと潤いの
ある東京

戦略13 水と緑溢れる東京戦略

都心も多摩も、あらゆる方策で緑を生み出す

水辺を核に、ゆとりと潤いに溢れたまちをつくる

良好な水循環をさらに高め、次世代に受け継ぐ

気候変動の影響抑制や、ゆとりと潤いのある生活を実現する観点から、都市における水と緑の重要性はますます
高まっている。公園や緑地など様々な緑を増やし、水辺を豊かにすることで、世界に誇る都市としていく。

2030年に向けた主な政策目標

・都や区市町村による都市計画公園や緑地の整備、農地や自然地の保全を推進するとともに、防災や都市再生など様々
な施策とも連動させながら、あらゆる場所で緑を創出・保全していくことで、緑溢れた都市をつくり上げていく。

・先人たちが築き上げてきた安全でおいしい水の供給と良好な水循環を更に高め、自然災害の猛威などに直面して
も、適切に対応することができるよう、ＡＩ等の最先端技術の活用の検討も含め、水道水源林の管理から下水の処
理に至るまでハード・ソフト両面からの対策を進める。

・開発と併せた水辺の賑わいや、魅力溢れる河川空間など、水辺に顔を向けたまちづくりを進めるとともに、江戸の水
循環の歴史的遺構である外濠の水質改善等に取り組むことで、都民に癒しの場を提供し、まちに潤いを与える東京を
実現する。

緑創出の取組を推進

貴重な緑を守り、あらゆる場所に新たな
緑を創出することで、快適な都市空間を
創出するとともに、持続可能で魅力ある
都市づくりを推進

高井戸公園、篠崎公園、
東伏見公園等、都立公園を整備

新たな緑を次々と創出

河川空間を活用した賑わいを創出

都民が日常的に水辺に親しみ、水辺と共にある生活を楽しめるよう、
地域の個性を生かしたまちと一体となった水辺づくりを推進

水辺の賑わい空間の創出

３エリアで事業中
（2018年度末時点） （2030年）

４エリア※で推進

隅田川テラスの開放
32.9km

（2018年度末時点） （2030年度）
47.5km（全川完成）

※ 浅草、両国、佃・越中島、築地

外濠の水質を改善

水の都にふさわしい、まちに潤いを与える東
京を実現するために、歴史的財産である
外濠の水質改善を推進

外濠の浄化

（2030年代）

導水などによる水質改善の進展
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推進プロジェクト

・緑溢れる東京プロジェクト

・まちづくりの機会を捉えた水辺再生プロジェクト

・外濠浄化プロジェクト

・安全でおいしい水の安定供給と良好な水循環プロジェクト

新たな緑が次々と創出されている

日本橋周辺が水辺を楽しめる空間に生まれ変わる

人々が憩う水辺に外濠が生まれ変わる

豊かな水循環を次世代に引き継ぐ

民間

・区市町村立公園等の整備促進
・屋敷林等樹林地の保全
・市民農園の開設
・生産緑地の買取 等

区市町村

東京都

・都立公園等の整備推進
・都営住宅等の建替えに併せた緑
の創出

・河川沿い、崖線沿いの緑地整備
・保全地域の新規指定・公有地化
の拡大に加え、区市町村による
公園や緑地の整備、樹林や農地
等の保全を支援

（基金を活用した補助など） 等

支
援
の
拡
充

[都市開発諸制度]
・緑化推進エリアの拡大
・緑の質の評価の見直し
・開発区域外の緑の保全・創出
[緑化計画書制度]
・緑化の基準や質の評価の見直し
[農地の活用促進]
・特定生産緑地の指定
農業経営の収益性向上

・都市農地貸借円滑化法の活用
新規就農者への農地あっせん 等

誘
導
・
規
制
の
強
化

あらゆる方策で水と緑溢れる東京を実現する

主な水と緑の骨格

崖線

河川

荒川

南北崖線

神田川

目黒川

多摩川

石神井川

玉川上水

国分寺崖線

多摩川由来の崖線

狭山丘陵

多摩丘陵

調節池と併せた
一体的な公園整備

外濠浄化に向けた取組

壁面緑化・屋上緑化

日本橋周辺の街並み再生

川辺と一体となった
公園や緑地の整備

（出典）森ビル株式会社提供

水辺の賑わい創出

隅田川

民間開発に合わせた
緑空間の創出

生産緑地・農地等の保全

都市計画公園
・緑地の整備

崖線の緑の保全

水の安定供給の源となる
水源対策

(画像提供)森ビル株式会社
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ゼロエミッション
東京を実現する

戦略14 ゼロエミッション東京戦略

・省エネ・再エネ設備を備えた住宅・事業所の導入促進や、エネルギーの地産地消・再生可能エネルギーの利用
拡大、水素エネルギー利活用により、ゼロエミッション化を強力に推進する。

住宅・事業所のゼロエミッション化を強力に推進する

・自動車のＺＥＶ化、充電設備や水素ステーションなどの環境整備を推進し、自動車メーカー等との連携により技
術開発等を促すことで、ＺＥＶが行き交うまちを実現する。

ＺＥＶが行き交うまちを実現する

・ライフスタイルの変革による廃プラスチックや食品ロスの発生抑制、区市町村と連携した分別回収・リサイ
クルの徹底など、持続可能な社会への転換を進める。

サステイナブルな循環型社会への転換を進める

気候変動による影響が深刻となり、世界全体が危機的な状況にある中、2050年までに、世界のCO2排出量実質ゼ
ロに貢献する「ゼロエミッション東京」の実現は、エネルギーの大消費地である東京の責務である。気候危機に
立ち向かう行動宣言に基づき、再生可能エネルギーや水素の活用など、あらゆる手段を用いて、実現に向けた取
組を推進する。

・気候変動のリスクに対し、幅広い分野の適応策を積極的に展開し、都民生活や自然環境への影響被害を可能
な限り回避・軽減する。

気候変動の影響軽減に向け、あらゆる適応策を展開する

都内温室効果ガス排出量を削減
エネルギー消費量を削減

再生可能エネルギーや省エネ設備の導入と効率利
用、ＺＥＶ等の更なる普及拡大により、都内温室
効果ガス排出量を削減

30％削減
(2030年)

温室効果ガスの削減【2000年比】

4.2％増加(2017年度速報値)

エネルギー消費量の削減【2000年比】

22.7％削減(2017年度速報値) 38％削減
(2030年)

ZEVを普及拡大

車両から排出されるCO2を削減するため、環境負荷の低い
乗用車（ＦＣＶ・ＥＶ・ＰＨＶ）を普及拡大

乗用車新車販売台数に対するＺＥＶの割合

1.6％(2018年度)

公共用 2,500基(2018年度)

1,000基(2030年)

5000基(2025年)

50％ (2030年)

充電器設置数

ゼロエミッションバス 300台(2030年)

廃プラスチック焼却量を削減

ワンウェイプラスチックの使用削減と容器包装プラスチック
等のリサイクル拡大を通じて、家庭と大規模オフィスビル
からの廃プラスチックの焼却量を削減

2030年に向けた主な政策目標

※うち急速充電器300基(2018年度)
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・ゼロエミッションエナジープロジェクト 都内温室効果ガス排出量の30%削減

○都民、事業者、区市町村、大学等、多様な主体と連携し、「ゼロエミッション東京」の実現に向け、様々な取組を強力に推進

（その他のプロジェクト）

・持続可能な資源利用推進プロジェクト

・気候変動適応推進プロジェクト

廃プラスチック焼却量40%削減

気候変動適応策の展開

○ＺＥＶ（ＦＣＶ、ＥＶ、ＰＨＶ）等が行き交う未来のまちの実現に向けた取組を推進

・ゼロエミッションモビリティプロジェクト 乗用車新車販売台数に対するＺＥＶの割合50%

再エネ導入拡大など使用エネルギー
の脱炭素化に向けた取組を推進

イノベーションの社会実装化

住宅・事業所のゼロエミッション化
を強力に推進

ＺＥＶ普及を支える社会インフラ
の確保

ＺＥＶ社会の到来に向けた
気運醸成

乗用車・バス・バイクなど都内を
走る車両のＺＥＶ化促進

推進プロジェクト
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文化やエンターテイン
メントで世界を惹きつ
ける東京

戦略15 文化・エンターテインメント都市戦略

芸術文化やエンターテインメントを存分に楽しめるまちをつくる

旅行者が楽しめる、魅力的なコンテンツを磨き上げる

世界を視野に、オールジャパンでプロモーションを展開する

世界から多くの観光客が訪れる東京2020大会を跳躍台とし、芸術文化やエンターテインメントなど都が持つ魅力
的な資源を磨き上げるとともに、誰もがストレスなく楽しめる環境を整備し、東京と全国各地域が広域的かつ有
機的に連携することで、何度でも訪れたくなる都市へと進化させる。

2030年に向けた主な政策目標

「文化環境を楽しむ」割合を向上 訪都外国人旅行者を増加 訪都外国人旅行者による消費額を増加

・都立文化施設をコアに国や民間とのネットワークを強化し、東京の芸術文化やエンターテインメントなど、多様な
魅力の集積を世界に発信するとともに、新たな賑わいをつくっていく。

・芸術文化の力を活用し、文化の領域を超えて、高齢化や共生社会などの社会課題の解決に貢献する。

・ＡＩ、ＩＣＴなどの最先端技術を活用し、東京を訪れる誰もがストレスなく楽しめる環境整備を徹底するととも
に、東京が持つ様々な魅力的な資源を更に磨き上げ、東京ならではの「特別な体験」等を提供することで、世界中
に東京のファンを増やしていく。

・東京と全国の各地域が広域的かつ有機的に連携し、旅行者の行動特性などを緻密に分析した観光ルートの開発や、
共同プロモーション等を通じて、東京と全国各地が相乗効果で魅力を高める観光振興を戦略的に展開する。

52.9％（2017年） 70％（2030年）

1,424万人

0

1,000

2,000

3,000

2018 2030

3,000万人超

1,424万人
（2018年）

3,000万人超
（2030年）（万人）

1兆1,967億円
（2018年）

2.7兆円超
（2030年）

0

1

2

3

2018 2030

2.7兆円超

約1.2兆円

（兆円）

東京の文化的環境を楽しんでいる人の割合を70％
まで向上
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推進プロジェクト

・アートショーケースTOKYOプロジェクト
東京の文化的環境を楽しんでいる人の割合を向上

文化活動を行う人の割合を向上

（その他のプロジェクト）

・体験・まち歩き スマート観光プロジェクト

・魅力ある観光コンテンツ創出プロジェクト

誰もがストレスなく観光を楽しめる環境が実現

訪都外国人旅行者による消費額2.7兆円超、国際会議開催件数世界３位以内

○ 都を中心に、様々な主体とのネットワークを強化

し、都立文化施設をコアとして芸術文化振興を更

に推進するとともに、地域の個性や資源なども活

かした多種多様なアートがまちの至る所に溢れる

都市を実現

○ 最先端技術の活用により、国籍や障害の有無、年

齢に関わらず、誰もが、いつでも、どこでも芸術

文化を楽しめる環境を整備

○ 才能あるアーティストの発掘・育成・活動支援

○ アートの力を活用し高齢化など社会課題の解決に

貢献

・オールジャパンでの戦略的な観光振興プロジェクト 訪都外国人旅行者数3,000万人超

観光振興ネットワーク

東
京
都

区
市
町
村

観
光
協
会

民
間
事
業
者

観
光
財
団

○ 東京と日本各地がWin-Winとなるようなオールジャパン

での広域的・戦略的な観光振興

○ 官民一体のオール東京による観光振興の推進

・国内の自治体やＤＭＯ、観光関連事業者などと連携し、東京と各地

域を結ぶ観光ルート開発や共同観光プロモーションを展開

・外国人旅行者の移動データや国別ニーズのデータ等をフル活用

・世界自然遺産を有する他自治体と連携し、観光ＰＲを実施

オール東京による観光振興の推進

65



スポーツが日常に
溶け込んでいる、
スポーツ
フィールド・東京

戦略16 スポーツフィールド東京戦略

東京2020大会のスポーツレガシーを最大限に活用する

パラスポーツのファンを増やし、定着させる仕掛けを打つ

スポーツ×ＩＣＴで健康づくりにつなげる

東京2020大会のレガシーを最大限生かし、スポーツを「する・みる・支える」ための様々な環境を整えるととも

に、パラスポーツをポピュラーなコンテンツに育てる仕掛けを打つことで、誰もがスポーツを楽しめる、

「スポーツフィールド東京」をつくり上げていく。

2030年に向けた主な政策目標

都民のスポーツ実施率を世界最高水準に 障害のある都民のスポーツ実施率を向上 パラスポーツに関心がある都民の割合を向上

・公共・民間施設の開放などのスポーツ環境の整備、東京2020大会の競技施設での国際大会や国内の主要な競技大会
の開催、ボランティア・ネットワークの構築など、スポーツ環境の充実を図り、東京全体をスポーツが楽しめる
フィールドとして育てていく。

・２度目のパラリンピックを開催した都市として、多くの人がパラスポーツに関われる仕組みを構築し、パラスポー
ツをポピュラーなコンテンツに育て上げるとともに、障害の有無を問わず、誰もが楽しめるユニバーサルなスポー
ツとしての普及を図る。

・東京2020大会の競技施設を最大限に活かし、スポーツを核とした新しい価値や魅力にあふれるまちで、ＩＣＴや
ＡＩをはじめとした民間企業が有する技術と連携し、誰もがいきいきとスポーツを楽しみながら健康増進を図り、
ＱＯＬを高める。

機会・場の拡大等などのパラスポーツの継続した推進に
より、週１回以上スポーツをする障害のある都民の割合を

50%に向上（2030年）

多面的なスポーツ振興施策の展開で、
週１回以上スポーツをする都民の割合を世界最高水準に

（％）

都民のうち、パラスポーツに関心がある人の割合を

80％まで向上（2030年）

32.4%
40%

50%

2018 2021 2030

59.2%

80%

2018 2030
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推進プロジェクト

・「スポーツフィールド・ＴＯＫＹＯ」プロジェクト
都民のスポーツ実施率を世界最高水準

スポーツ活動を推進する企業数1,000社

（その他のプロジェクト）

・東京2020大会の競技施設の徹底的な有効活用

・「スポーツ・ウェルネス・シティ」プロジェクト

・「パラスポーツ・シティ」プロジェクト
障害のある都民のスポーツ実施率50％

パラスポーツに関心がある人の割合80％

新規恒久施設を徹底的に有効活用

都民のスポーツ実施率を世界最高水準

○ まちの至るところで

スポーツを「する・

みる・支える」こと

ができる「スポーツ

フィールド・東京」

を実現

○ 世界レベルの国際大会を含む、幅広い障害者スポーツの大会の開催支援や観戦機会を創出

○ パラスポーツをポピュラーなコンテンツとし、障害の有無を問わずスポーツを楽しめる取組を推進

推進
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それぞれの地域の特
色を活かし、賑わい
と活力に満ち溢れた
地域社会を、都と市
町村でつくりあげる

戦略17 多摩・島しょ振興戦略

地域資源に先端技術を掛け合わせ、スマート産業を強力に推進

子供自ら伸び、育つことができる充実した教育環境を整える

地域で暮らし働く「人」に優しいコンパクトでスマートなまちづくり

多摩地域は多様な産業や大学の集積、島しょ地域は豊かな自然を有しているなどの特色がある。一方で、自然災

害、人口減少、高齢化などの課題にも直面している。都と市町村が、これまで以上に緊密に連携・協力すること

で課題を解決し、賑わいと活力に満ち溢れる地域社会を、共につくりあげていく。

・多摩・島しょ地域にある、企業や研究機関、大学の集積や、豊かな森林や漁場といった資源に、ＡＩやＩＣＴなど
先端技術を掛け合わせることで、生産性の高いスマートな産業を確立する。

・子供が自ら伸び、育つことができる教育環境を充実するとともに、特色ある学校の設置など多様な学びの機会を創
出する。

・都有地等を活用し先端技術を取り入れたまちづくりを推進するとともに、空港・港湾や道路ネットワークの強化、
効率的な地域公共交通ネットワークの形成促進など、身近な地域で快適に生活できる環境を整える。

推進プロジェクト

地域活性化策を迅速に具体化し、多摩・島しょの魅力を高める

・それぞれの地域が持つ資源に磨きをかけ、特別感のあるツアーや宿泊施設の誘致など、戦略的に産業振興を展開す
るとともに、先端技術の活用により多摩・島しょの魅力を積極的に発信する。

・多摩・島しょ農林水産業プロジェクト

○スマート農林水産業の展開による生産性の向上

○東京産農林水産物のブランド化と魅力の発信

○農林水産業の基盤強化と更なる発展

・新規就農者の育成、生産緑地の保全、農福連携

・林業者の育成、生産基盤となる林道等の整備推進

・適切な水産資源管理、水産業の担い手の確保・育成 など

アシタバ 武蔵野の森スポーツプラザトウキョウＸ 都立多摩図書館

水産認証取得の漁業 キンメダイ 市民農園 農業体験農園

「資料提供：江東区広報広聴課」
※国産木材を活用した大規模学校建築

江東区立有明西学園
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推進プロジェクト

・多摩・島しょ地域産業振興プロジェクト

○多摩地域におけるオープンイノベーションの促進

○中小企業の経営力向上や経営基盤の強化を図るため、事業承継や販路拡大を促進

○多摩・島しょ地域において、地域資源の活用を促進

・多摩・島しょ地域観光振興プロジェクト

○多摩・島しょの地域特性を活かした観光振興

○世界自然遺産を活用した観光プロモーション

○最先端技術を活用した観光案内・移動サービスの充実

・多摩・島しょ地域ならではのアクティビティと、古民家や

グランピング等を組み合わせた特別感のあるツアーを造成

・島しょ地域における上質な宿泊施設の誘致・整備を支援

中小企業 大企業 大学

研究機関専門人材ものづくり企業

先端企業 スタートアップ

外国企業精密機器企業

神奈川県

山梨県

埼玉県
 中小企業の試作・開発ネットワークを構築

 産学官連携開発プロジェクト

 スマート農業推進プラットフォーム

多摩創業支援拠点（立川）
【2020年開設予定】

 大学発ベンチャーの発掘

 多摩テクノロジーピッチ

 ノーベル賞クラスの研究を推進するための研究拠点を形成

 新技術やその社会実装に関する教育・研究により、イノベーションを生み出す先端技術の専門人材を育成

 ５Ｇ環境を活用した先端研究を進めるとともに、大学発ベンチャーやスタートアップを支援

 先端技術のショーケースや見本市、商談会の誘致・開催

 埼玉県西南部、神奈川県中央部、山梨県等、近隣県の大

学・研究機関と連携し、産業交流を活性化

産業交流拠点（八王子）
【2022年開設予定】

国内
他自治体

都立大学
(南大沢キャンパス)

都立大学
(日野キャンパス)

産業サポート

スクエア・ＴＡＭＡ（昭島）

（産技研・農総研・中小公社）

○多摩地域にある大学、研究機関、専門人材、大手ハイテク企業、高い技術力を有する中小企業等の集積と、ＡＩ等の国内外の先端産業やス

タートアップとの活発な融合により、世界有数のイノベーション先進エリアとしての地位を確立（多摩イノベーションパーク（仮称）構想）
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推進プロジェクト

・まちづくり推進コンシェルジュの創設

○これからの時代に合った市町村のコミュニティ施策や移動支援等のまちづくり施策を推進するため、相談を一元的に受け止

め、支援を行う体制を整備

・ＩＣＴを活用した島しょ地域の社会課題の解決

○ＩＣＴやＡＩなどを積極的に活用し、生活環境の改善、産業振

興、行政サービスの向上といった、島しょ地域の様々な社会課題

を解決するためのプロジェクトを順次展開し、サステイナブルな

発展モデルを作る

○光ファイバーケーブルの多重化等による情報通信インフラの安定的な運用と、全島での５G環境の早期整備

○島しょ自治体間での事務の共同化など今後の行政サービスのあり方について検討を推進

＜遠隔診療のイメージ＞＜ドローンを活用した災害対応＞
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推進プロジェクト

・多摩・島しょにおける自然の保全・共生

○ 自然の恵みを持続的に利用し、多様な生きものと共生できる環境を創出する

・保全地域に係る総合的なプランを策定し、保全地域を生物多様性の拠点として機能させていくとともに、

都民が保全地域に対して必要性や親しみを感じられるよう、保全地域の価値や魅力を向上

・保全活動の機会を創出し、知識・ノウハウの継承を図るなど自然環境の保全の担い手を育成

・自然公園における地域の関係者と目標を共有し、良好な自然環境や景観の保全を行うとともに、持続的な利用を推進

・二ホンジカの個体数管理など、自然地や農地等に影響を与える野生鳥獣や外来種の対策を実施し、人と動物の共生を実現

・多摩地域の荒廃したスギ・ヒノキの間伐・枝打ちを実施し、下層植生の育成を促し、森林の公益機能を回復

（その他のプロジェクト）

・TOKYOスマート・スクール・プロジェクト

・「GLOBAL Student」プロジェクト

・新たな時代の働き方支援プロジェクト

・地域特性に応じたスマートなまちづくりの展開

・多摩・島しょの交通ネットワークの強化

・移動困難者の生活サポートプロジェクト

・人や地域に注目した住生活充実プロジェクト

・緑溢れる東京プロジェクト

・貴重な自然の恵みや価値に関する情報の発信

・多摩・島しょ地域における医療の充実

・島しょの魅力創出

・多摩・島しょの防災力向上

○近年激甚化する風水害に対し、無電柱化などの備えを万全にする

○巨大地震等を想定した津波・震災対策を展開

・立川地域防災センターの改修や体制整備を通じ、多摩の防災拠点として機能強化

○伊豆諸島６火山の噴火に備えた実践的な取組を推進

○災害時のアクセス経路や物資輸送手段を確保

＜大島土砂災害時に元町港に輸送された
自衛隊車両(2013年10月)＞
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全国各地との連携を
深め、真の共存共栄
を実現した東京

戦略18 オールジャパン連携戦略

距離を越えた連携で、日本全体の成長につなげる

グローバル社会の中で日本のプレゼンスを高めていくには、東京も全国各地も元気であることが欠かせない。最

先端技術や交通ネットワークの発展などにより、東京と各地との連携を更に深め、東京と全国各地が相互の強み

や個性を活かすことで真の共存共栄の社会を構築し、日本全体の発展を実現していく。

距離や時間の壁を越えて全国各地との連携・協力関係を深化させ、共通の課題解決や都市力の強化を通じて、

日本全体の成長や発展につなげていく。

【連携１】様々な連携の形を通じて、全国各地との強固な信頼関係を構築し、共に成長する

【連携２】持続可能な開発目標（SDGs）の達成に向けた取組を共に推進する

【連携３】災害時の応援や被災地の復興に向けた支援を積極的に行う

【連携４】これまでにない幅広く多様な交流を促進する

全国で生産された農産物や
水揚げされた鮮魚などが、
大消費地東京へ

国産木材の活用など、
全国共通の課題を
一緒に解決

全国の拠点都市との相互
連携を深め、共に日本経済
を牽引

交流や働き方の多様化など、
新たな人の流れにより地域
が活性化

・日本経済の牽引役
・ゲートウェイ
（東京から全国へ）
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連携２：持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）の達成に向けた取組を共に推進する

 ＳＤＧｓの達成に向けて、都が率先して取組を推進するとともに、共通のゴールを目指す全国の地方公共団体と連携して、共に課題を解決

連携３：災害時の応援や被災地の復興に向けた支援を積極的に行う

 １つの自治体の枠を越え、全国各地が連携して対応し、経験やノウハウを東京や他の地域の災害対応力の強化にも活用

連携４：これまでにない幅広く多様な交流を促進する

・オールジャパン連携プロジェクト 日本全体の成長を達成

推進プロジェクト

連携を深化させ、
東京と全国各地とが共に成長

全国各地のニーズを把握し、ニー

ズに即した具体的な連携に結び付

けるため、地方連携の専管ポスト

を中心に、都庁全体で全国各地か

らの提案や要望を分析し、取組を

推進していく

＜ 「ひ と」 の 交 流 ＞

✿ 都民がセカンドキャリアとして、専門知識や経験を活かして
東京と全国各地との発展につながる活動を行う場合に支援

✿ 都庁職員が地方のサテライトオフィスなど、生産性の向上に
資する新たな働き方を体験し、地方との関係を構築

✿ 都内と全国のプレーヤー（企業、ＮＰＯ、大学等）同士をつ
なげるサポートを推進

連携１：様々な連携の形を通じて、全国各地との強固な信頼関係を構築し、共に成長する

＜ 「し ご と」 の 交 流 ＞

✿ 都内企業だけでなく、国内企業と海外とを結ぶゲートウェ
イの役割を果たし、日本経済全体の発展に寄与

✿ 地方のサテライトオフィスの活用など、地域を越えて連携
を図る企業等を支援するプラットフォームを構築

✿ 東京と全国各地の受発注機会の拡大等、企業のビジネス
チャンスを促進
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オリンピック・パラ
リンピックのレガ
シーが、都市のレガ
シーとして発展し、
都民の豊かな生活に
つながっている

オリンピック・パラリンピックのレガシーを、都市のレガシーへと発展させる

東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会を大成功に導くため、ラグビーワールドカップ2019TMに
おける大会運営の経験等を最大限に活かしながら、東京の総力を挙げ、全力で準備を進めている。
こうしたハード・ソフト両面に渡る様々な取組を都市のレガシーとして発展させ、都民の豊かな生活につなげて
いく。

戦略19 オリンピック・パラリンピックレガシー戦略

・東京2020大会を、国、組織委員会、区市町村、民間企業、都民の協力を

得て、大成功に導いていくため、万全の準備を進めていく。

・２度目の夏季パラリンピックを開催する世界初の都市として、スタジア

ムを満員の観客で盛り上げるため、パラスポーツの魅力を多くの人に伝

えていく。

・大会に向けて進めてきた、ハード・ソフト両面に渡る多面的な取組をレ

ガシーとして引き継ぎ、各分野において、都市のレガシーとして発展さ

せ、都民生活の向上をもたらしていく。

▶ 経済・テクノロジー

・スムーズビズの推進

・中小企業の受注機会の拡大

・テクノロジーの活用

（自動運転、ロボット等）

・５Ｇネットワークの構築

・外国人旅行者の受入環境整備

・東京をはじめとする国内産食材の

魅力発信

・国産木材の活用

▶ 被災地復興支援

（東京2020大会に向けた取組）

▶ ラグビーワールドカップ2019ＴＭ

▶ まちづくり

・競技会場、選手村等の整備

・競技会場周辺のラストマイルにおける万全な準備

▶ スポーツ・健康

・スポーツを「する」「みる」「支える」取組

・パラスポーツの盛り上げ・振興

・スモークフリー都市に向けた受動喫煙防止対策

▶ 参加・協働

・都民の皆様とともに大会を盛り上げる

・大会を支えるボランティアの募集・研修

▶ 文化・教育

・文化イベントの推進

・オリンピック・パラリンピック教育

▶ 多様性

・宿泊施設のバリアフリー化

・障害者差別解消条例、人権尊重条例

・外国人旅行者の受入環境整備

▶ 環境・持続可能性

・環境先進都市の実現に向けた取組

・暑さ対策の推進
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東京2020大会に向けた取組

都民の皆様とともに大会を盛り上げ、成功に導く

携帯電話等の小型家電等から金属を集めて制作された、
オリンピックメダル（左）とパラリンピックメダル（右）

都庁舎での携帯電話
等受付10万個突破
記念セレモニー

都市鉱山からつくる！みんなのメダルプロジェクト

パラリンピックに対する興味・関心の喚起と
理解促進を図るため、イベントを開催

パラリンピック１年前セレモニー

オリンピックフラッグ・パラリンピックフラッ
グを活用して、都内及び全国に展開したツアー

フラッグツアー

パラスポーツの盛り上げ・振興

海の森水上競技場の
バリアフリーの状況を視察

東京2020パラリンピックの成功と
バリアフリー推進に向けた懇談会

「TEAM BEYOND」メンバーによる観戦会

日本シッティングバレーボール選手権大会IBSAゴールボールアジアパシフィック選手権大会

障害者スポーツセンターの改修

アーチェリー場を50ｍから70mに拡張
（東京都障害者総合スポーツセンター）

１レーン増え、６レーンに改修されたプール
（東京都多摩障害者スポーツセンター）
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東京2020大会に向けた取組

○ 東京2020大会の感動と記憶の舞台となる競技施設等を、2019年度内の竣工に向けて全力で整備を進めるとともに、
ＢＲＴの運行や舟運活性化の取組により、ベイエリアの利便性を向上していく

東京2020大会の競技施設、選手村等の整備

＜東京2020オリンピック競技大会 都内の主な競技会場、選手村＞
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東京2020大会に向けた取組

＜警戒警備システム＊画像解析イメージ＞

看護師など有資格者が駐在し、
応急手当等を実施

＜救護所＞

＜顔認証システム＞

大会関係者の顔画像等を事前に登録
し、大会会場の入場をスムーズに

ラストマイルカメラにより、雑踏事故の
未然防止や事件事故等に迅速に対応

＜ラストマイルカメラシステム＞

日除け、送風機等を備えた
仮設休憩所を設置

＜暑さ対策＞ ＜道路のバリアフリー化＞

歩道の段差解消、勾配改善、
視覚障害者誘導用ブロックの設置

＜無電柱化後＞

＜無電柱化前＞

無電柱化
を推進

ホームドア整備を促進し、安心し
て快適に移動できる環境を実現

＜鉄道駅のバリアフリー化＞

競技会場周辺において、訪れる皆様に安全・快適な空間を提供するため、
ハード・ソフト両面の準備を着実に推進

競技会場までの案内やアクセシビリティ
に配慮したサポート等を実施

＜シティ キャスト＞

ラストマイルにおける準備を全力で推進

インターネットに
接続可能な環境を整備

＜Wi-Fi＞
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都自らがイノベー
ティブな存在になる
とともに、多様なプ
レーヤーとのコラボ
レーションで社会課
題を解決し、明るい
未来の東京をつくり
上げる

戦略20 新たな都政改革戦略

都庁自身が、政策イノベーション集団に変貌を遂げる

戦略を支える強固な組織体制と財政基盤を築く

都民目線の最適な行政サービスを提供するため、民間企業等のスピード感や企画力、提案力を都政運営に活かす

とともに、戦略的な政策展開を可能とする強固な組織体制と財政基盤を築く。

グローバルな視点で仕事に取り組み、世界の大都市が直面する共通の課題解決に貢献していく。

・社会が変化・変革する中で、長期的な展望に立って政策を大胆に進めていくため、旗振り役である都庁自身が政策
集団に変貌し、ＡＩやＩＣＴなどの先端技術も活用しながら新たな行政サービスを次々に生み出す。

・変貌を遂げた都庁を持続可能なものとするため、組織の根本までさかのぼって大胆な見直し、都民目線に立った
サービスを提供し続けるとともに、持続可能な財政力を堅持する。

推進プロジェクト

・都庁デジタルガバメントプロジェクト

○ 先端技術を活用した、都民目線に

立った業務改革を徹底する

○ デジタル化の推進で、生産性・効率

性の高いスマート都庁をつくる
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推進プロジェクト

（その他のプロジェクト）

・民間等との協働推進プロジェクト

・国際都市戦略プロジェクト

・戦略的な政策展開を可能とする持続可能な財政力の堅持

・新たな都政改革による、都庁大改革

○ 時代の変化・変革に応じて、都庁で働く職員に求められる能力も大きく変わっていく。組織のあり方、人事・財務の根

本までさかのぼり、大胆な視点から、都民ニーズに的確に応える組織体制を確立する

・戦略的な政策展開を支えるため「新たな都政改革ビジョン」を策定し、未来を見据えて進化を遂げる都庁の姿を提示

民間とのスクラムで
「未来の東京」を支える都庁へ

人材マネジメント
の改革

組織運営の改革

行政サービスの改革

 高度・多様な人材が活躍する都庁へ

 「Society 5.0」時代の施策展開を支えるデ

ジタル人材など、専門人材の機動的な確保

 採用戦略を見直すとともに、力のある人材を

都庁へ呼び込むため、魅力的な人事制度を構

築

 民間や海外諸都市との人材交流 など

 スペシャリティとコミュニケーション能力の

追求

 「Society 5.0」時代の施策展開を支える職

員の育成（ＡＩやＩＣＴ、ブロックチェーン

など先端技術に精通した人材の育成、政策の

イノベーションを生み出す力の育成）

 柔軟性・機動性の高い組織へ

 都民ニーズを迅速に展開できる組織への変貌

（意思決定の迅速化や機動的な財政出動）

など

 世界最高水準のＩＣＴ環境を実現

 働き方改革で都民のために質の高い仕事を

 テレワークをはじめとした多様なワークスタ

イルの確立による効率的な働き方の徹底

など

 都民と都庁の「接点」の改革

 各種申請手続等のデジタル化の徹底

など

 オープンイノベーションの推進

 官民連携データプラットフォームの構築

 都民のＣＳの状況をサーベイにより把握

など

 区市町村との連携・支援

都民のニーズを敏感に捉え、

都庁自ら未来を切り拓いていくために、

現在の法律・制度・枠組みにとらわれず、

抜本的な改革に取り組んでいく。
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0４ みんなでつくる「未来の東京」

区部多摩 島しょ

国との連携

首都圏の自治体と連携した取組

大学との連携

民間企業との連携

区市町村や地域とともにつくる

様々な主体と連携する SDGsの目線で政策を展開する

推進１：SDGsの目線から都庁が率先し
て政策を強力に推進する

推進２：区市町村と共に持続可能な東京
を実現する

推進３：都民・企業など、多様な主体と
共に持続可能な東京を実現する

推進４：全国、そして世界と共に持続可
能な社会を実現する

○「未来の東京」戦略ビジョンに掲げた様々な推進プロジェクトの展開にあたっては、
都民に最も身近な区市町村と緊密に連携しながら、取組を進めていく。

地球規模の課題解決を先頭に立って進め、持続可能な都市・東京を実現する
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区市町村とともに、「未来の東京」をつくりあげる 

https://pixta.jp/illustration/47125686
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